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序  文 

 

本プロジェクトは、フィリピンにおける障害者の物理的、社会的なバリアフ

リー環境の形成を目的に、2008 年 10 月より開始されました。特に地方における

バリアフリー環境の形成を対象としているところに特徴のあるプロジェクトで

あり、イロイロ州ニュー・ルセナ、東ミサミス州オポールをその対象としてい

ます。フィリピンでは都市部と地方の格差が広まりつつありますが、障害者の

社会参加に対する権利に変わりはなく、本プロジェクトは、その是正に貢献す

るものと信じています。 

プロジェクト開始から約 3 年半が経過した時点において、プロジェクトでは

様々な成果が得られています。それぞれの地域でネットワークが形成されてい

る他、地方自治体も主体的な取り組みを行っています。 

JICA では、これまでのプロジェクト活動実績・経緯の検証および評価 5 項目

に沿った評価を行うとともに、プロジェクト終了まで、そして終了後に向けた

教訓・提言を取りまとめることを目的に、2012 年 5 月 4 日- 2012 年 5 月 22 日

の 17 日間にわたり、当事務所次長 栗栖 昌紀を団長とする調査団を現地に派

遣し、終了時評価を実施しました。 

本報告書は、本調査の結果を取りまとめたものであり、今後の協力実施に当

たって広く関係者に活用されることを願い取りまとめたものです。 

おわりに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者各位に心より感謝申し上

げるとともに、引き続きご支援をお願いする次第です。 

 

2012 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

フィリピン事務所  

所長 佐々木 隆宏 
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略語一覧 

 

ABS Attitude and Beliefs Scale/Score 態度・自己肯定スコア 

ADPI Association of Differently-abled 

Inc. in Iloilo 

イロイロ障害者協会 

APCD Asia-Pacific Development Center on 

Disability 

アジア太平洋障害者センタ

ー 

BCDA Barangay Council on Disability 

Affairs 

バランガイ障害者協議会 

B.P. 344 Batas Pambansa 344 (Philippine 

Accessibility Law) 

アクセシビリティ法 

CBR Community-Based Rehabilitation 地域に根ざしたリハビリテ

ーション 

CLUP Comprehensive Land Use Plan 包括的土地使用計画 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DAP Differently Abled Persons 障害者 

DepED Department of Education 教育省 

DET Disability Equality Training 障害平等研修 

DILG Department of the Interior and 

Local Government 

内部自治省 

DOH Department of Health 保健省 

DOTC Department of Transportation and 

Communications 

運輸通信省 

DPO Disabled People’s Organization 障害当事者団体 

DPWH Department of Public Works and 

Highways 

公共事業道路省 

DSWD Department of Social Welfare and 

Development 

社会福祉開発省 

EO Executive Order 行政令 

IECD Information, Education and 

Communication Division, NCDA 

情報、教育、コミュニケーシ

ョン部 

IL Independent Living 自立生活 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation 

Agency 

国際協力機構 

KAS Knowledge and Awareness 知識と認識のスコア 



 

 

Scale/Score 

LGU Local Government Units 地方自治体 

LTI Local Training Institute 自治体研修所 

MCDA Municipal Committee on Disability 

Affairs 

自治体障害者委員会 

MoA Memorandum of Agreement 基本合意書 

MSWDO Municipal Social Welfare and 

Development Officer 

自治体社会福祉開発行政官 

NCDA National Council on Disabilities 

Affairs 

全国障害者問題協議会 

NHE Non-Handicapping Environment バリアフリー環境 

OECD Organization for Economic 

Cooperation and Development 

経済協力開発機構 

OSY Out of School Youth 退学児童 

PCDA Provincial Council on Disability 

Affairs 

地方障害者協議会 

PCM Project Cycle Management プロジェクトサイクルマネ

ジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マ

トリックス 

PDAO Persons with Disabilities Affairs 

Office 

障害者支援事務所 

PMT Project Management Teams プロジェクト・マネジメン

ト・チーム 

PO Plan of Operation 活動計画表 

PWDs Persons with Disabilities / 

Disabled Person (Social Model) 

障害者 

RA Republic Act 共和国条令 

RCDA Regional Council on Disability 

Affairs 

州障害者協議会 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RPC Regional Programs Coordinator 地域プログラムコーディネ

ーター 

SPED Special Education 特殊教育 

TCD Technical Cooperation Division 技術協力課 



 

 

TESDA Technical Education and Skills 

Development Authority 

技術教育技能開発庁 

UAP United Architects of the 

Philippines 

フィリピン建築家協会 

UD Universal Design ユニバーサル・デザイン 

UNESCAP United Nations Economic and Social 

Commission for Asia and the Pacific

国連アジア太平洋経済社会

委員会 

UNCRPD UN Convention on the Rights of 

Persons with Disabilities 

国連障害者の権利条約 
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補足：当該プロジェクトは、地図に示す「リージョン 6 イロイロ州ニュー・ル

セナ」、「リージョン 10 東ミサミス州オポール」の 2箇所の協力対象自治体を

有している。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

評価調査結果要約表 

作成日：2012 年 6 月 8 日 

担当： フィリピン事務所 

1. 案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：地方における障害者のためのバ

リアフリー環境形成プロジェクト 

分野：社会保障 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：フィリピン事務所  

協力期間 2008.10-2012.9 先方関係機関：国家障害者協議会（NCDA）

日本側協力機関：JICA  

他の関連協力： 

1-1 協力の背景と概要 

 2000 年の国勢調査によれば、フィリピンの障害者人口は全人口の 1.23%とな

っている。WHO（世界保健機関）の推計によると途上国の障害者人口は約 10%

若しくはそれ以上と言われている。障害者の権利は、1992 年公布の共和国法

7277 号（通称「障害者のマグナカルタ」）及び建築物や公共交通機関のバリア

フリーを目指した 1984 年発効の Batas Pambansa Bilang 344（アクセシビリテ

ィ法）によって保障されている。一方、アクセシビリティ法の実施は十分とは

言えず、特にフィリピンの地方においては、障害者の教育、医療、就労へのア

クセスは限定され、このため障害者が自信を持ち、経済的に自立する機会も限

られている。人々の障害者に対する意識が低いことも、障害者の社会参加を困

難にしている要因である。このような背景から、国家障害者協議会（NCDA: 

National Council on Disability Affairs）と JICA による技術協力プロジェ

クト「地方における障害者のためのバリアフリー環境形成」が 2008 年 10 月よ

りイロイロ州ニュー・ルセナ、東ミサミス州オポールにおいて開始された。2012

年 9 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確

認し、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施にあた

っての教訓を導くために本調査が実施された。 

 

1-2 協力内容 

(1) 上位目標 

フィリピンの協力対象自治体以外の地方自治体において、障害者の参加によ

りバリアフリー環境が推進される。 

(2) プロジェクト目標 

NCDA との緊密な連携のもと、協力対象の地方自治体が障害者の物理的、社会

的アクセシビリティ（特に建物環境、法律、人々の態度のバリアフリー化）を



 

 

推進し、バリアフリー環境を形成する。 

(3) 成果（アウトプット） 

1) 実施体制づくり 

プロジェクトが明確な実施・モニタリング体制のもと運営管理され、そのプロ

セスに障害者が参加する。 

2) 基礎情報の収集 

協力対象の地方自治体のバリアフリー環境形成にかかる基礎情報が収集され

る。 

3) キャパシティ・ディベロップメント 

NCDA、障害者協会／連合、協力対象自治体、及びその他関連組織の障害者の物

理的・社会的アキセシビリティ（特に建物環境、法律、人々の態度のバリアフ

リー化）を推進する能力が向上する。 

4) 啓発と権利擁護 

バリアフリー環境及び障害者の権利についての啓発が推進される。 

5) ネットワークづくり 

プロジェクトの実施を通じて構築されたバリアフリー環境推進のための実施

体制（関連組織間のネットワーク）が強化・拡大される。 

 

(5) 投入 

日本側 

長期専門家派遣 2 名（チーフアドバイザー／障害者福祉、業務調整／ア

クセシビリティ研修） 

短期専門家派遣 4 名（ネットワーク構築、デザイン／アクセスマップ、

障害者自助グループ／団体強化、アクセシビリティ施設有用性） 

  

機材供与  1,213,139 ペソ 

現地業務費    13,519,849 ペソ 

研修員受入れ 17 名（日本、カンボジア、タイ、マレイシア） 

相手国側 

カウンターパート配置 71 名 （NCDA 11 名、プロジェクト・マネジメ

ント・チーム 45 名[ニュー・ルセナ：25 名、オポール：20 名]、コアグル

ープ 15 名） 

専門家に必要な執務スペースと設備 

ローカルコスト負担 4,484,571 ペソ（2011 年までの累計） 

2. 評価調査団の概要 

調査者 担当分野      氏名        職位 



 

 

（日本側） 

団長 総括      栗栖 昌紀  JICA フィリピン事務所・次長

団員 技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 久野 研二  JICA 国際協力専門員 

団員 協力企画 1   小林 龍太郎 JICA フィリピン事務所   

団員 協力企画 2  Flerida Chan JICA フィリピン事務所 

団員 評価分析   前川 晶    ｲﾝﾃﾑｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社 

（フィリピン側） 

団長 Patricia B. Luna   社会福祉開発省特別技術部部長 

団員 Dulfie Tofias-Shalim 社会福祉開発省保護サービス部部長 

団員 Armand Eustaquio    ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｱｰｷﾃｸﾄ 

団員 Jaime Silva      NHE コアグループ会長 

団員 Abner Manlapaz     障害者組織リソースパーソン 

調査期

間 

2012 年 5 月 4 日-2012 年 5 月 22 日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3.1 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

 本プロジェクトの目的は、日本の対フィリピン国別援助方針、JICA 国別事業

実施計画、フィリピン国家戦略／法令等に整合している。本プロジェクトは協

力対象地域の直接受益者である障害者のみではなく、コミュニティ全体を間接

受益者としており、農村地域の障害者支援ニーズに幅広く応えるものである。

 

(2) 有効性：高い 

 プロジェクト目標は計画通り達成している。物理的アクセシビリティは中間

評価時からさらに増加し、指標値を達成した。プロジェクト対象地域では収集

された障害者関係の基礎情報が活用され始めている。また同対象地域ではバラ

ンガイレベルにおいて障害者が参加する活動が活発化している。地方自治体は

国や他の地方自治体の関連機関とネットワーク化が進展している。 

 

(3) 効率性：高い 

 専門家の投入、研修員の受入、機材の供与など投入は計画通り実施され、活

動もフィリピン側のカウンターパート予算のうち 2自治体の努力により毎年増

額した予算措置により円滑に実施され、成果の達成に貢献した。 

 

(4) インパクト：高い 

 NHE(Non-Handicapping Environment)の導入に関心を示している自治体が 21



 

 

と増加している。うち 3自治体は物理的アクセシビリティ施設を導入し始めて

いる。プロジェクト対象の 2自治体はネットワークを生かして予算を毎年増額

させ、かつ NHE 関連の条例等を増やしている。ムニシパリティ、バランガイの

レベルで障害者組織・任意団体の活動が活性化している。コミュニティの人々

が障害者の存在、人権、能力や技能を認知し理解するようになっている。 

 

(5) 持続性：中位 

 協力期間途中から NCDA は DSWD（社会福祉開発省）の付属機関となり、DSWD

が今後障害者のための包括的な政策、指針を NCDA の支援を得て行うこととな

っており、終了時評価時点では NHE を他の自治体に普及していく国レベルの方

策や戦略が明確ではない。プロジェクトで導入した NHE の技術は理解し易く低

コストであるため受け入れられやすいが、その導入と成功の鍵は特に地方自治

体の首長の気づきとコミットによる。 

 

3.2 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 本プロジェクトは NCDA を中心とする国レベルの関連機関、プロジェクトの

対象地域となった 2自治体の市長と PMT(Project Management Team)と呼ばれる

障害者、障害者を持つ親や市の職員から構成される組織、そして国と市を結ぶ

地域レベルの RCDA（州障害者協議会）の 3層から成るプロジェクトの管理（計

画、実施、モニタリング）がうまく機能した。障害者対策というセクター横断

的な課題と取り組むために、監督省庁の枠組みを超えた関係者を中央レベルで

はコアグループ、地域レベルでは RCDA、市レベルでは PMT と機能的な組織を形

成し、各レベルにおいて定期的な会合を持ちモニタリングとフィードバックの

機能が良く働いた。 

 

 PMT に障害当事者を参加させることにより、障害者自身のやる気と積極性を

引き出した。自治体の強力なバックアップの中で壁画、スポーツ大会、ピア・

カウンセリング、DET(Disability Equality Training)、ホームビジットなど

障害当事者が中心となって行う数多くの多彩な啓発活動を多く活動計画に含

めたことが、バランガイ1職員、バランガイ住民の理解を引き出し、コミュニテ

ィレベルで NHE 推進モデルの醸成に繋がった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

                                                 
1 最小の行政単位 



 

 

 障害者の生計活動に従事するために必要な技能を身につけるための研修を

開催し、障害者が参加するようになったこと、障害者組織・任意団体の運営・

管理能力向上のための研修を準備したことが障害者の参加意欲を高め、自治体

を核とする障害者組織・任意団体の活動の活性化につながった。 

 プロジェクト対象の 2自治体は、アクセシビリティ法に合致した施設のモニ

タリングに関する提言に従い、自治体と障害当事者の参加によるアクセス監査

を開始した。障害者自身が監査に携わることで障害者にとって利用し易い施設

が増え、自治体の物理的アクセシビリティ環境改善に貢献した。 

 

3.3 効果発現を阻害した要因 

(1) 実施プロセスに関すること 

 効果発現を阻害する要因は無いが、プロジェクト対象地域となった 2自治体

は NHE を推進するための活動予算を最大限努力して捻出している。しかしなが

ら、自治体関係者によれば予算が十分とは言えない状況である。 

 

3.4 結論 

 本プロジェクトはプロジェクト対象地域において障害者の能力を高め、コミ

ュニティにおいて住民と等しく生活するためのバリアフリー環境の形成に貢

献した。 

 NHE を導入することに関心を示す自治体は増加し、プロジェクトの正の効果

が表れた。 

 国、州、市の各レベルにおいて、関連機関の協力と機能的な支援を通じプロ

ジェクト対象地域の 2自治体は成果を収めた。 

 ネットワーク、啓発活動を通じた情報伝達と、カウンターパート及び障害者

のキャパシティ・ディベロップメントが NHE 概念の普及と障害者の能力強化に

つながった。 

 プロジェクト対象地域の市レベルにおける NHE の成功は特に市長のやる気と

コミットに拠るところが大きい。 

 DSWDはNHEを障害者のための総合的な支援プログラムの枠組の一部として採

用することを決めており、NCDA はプロジェクト対象地域の 2自治体以外の少な

くとも最低 3自治体に NHE を普及するための予算と核となり得る人材を特定す

るために戦略計画を詰めている。NCDA と DSWD は今後一層の協力を深めて NHE

を他の自治体へ普及させていく計画であるが、より具体的な計画づくりが求め

られる。 

 結論として、本プロジェクトは終了時評価時点において、妥当性、有効性、

効率性は高く、正のインパクトが多く発現している。持続性は市レベルでは技



 

 

術的な容易さの故に普及し易いが、国レベルの NHE 普及に対する具体的な計画

や実施の方法が明確になっていないために中位とした。 

 

3.5 教訓（NHE 活動の成功のための教訓） 

(1) 地方自治体： 

 市長の強力なコミットが NHE 活動のための法制度と必要な予算確保の上で不

可欠である。NHE を円滑に実施する上で関連機関を調整し、関連機関から協力

を引き出し、有用な情報と人材を活用するために PMT が重要な役割を果たす。

(2) 組織間のネットワーク： 

 国、州、市の異なる 3つのレベルでそれぞれに機能的な調整機関を設け、様々

のセクターから成る関連機関から情報、人材、予算、経験と技術を引き出して

プロジェクトに取り込んだ。これがシナジー効果を生み、3 つの異なるレベル

におけるシステマティックな連携プレーを可能とする。 

(3) 中心的な役割としての障害者の取込（ユーザー・センタード・アプローチ）：

 市レベルにおいて障害者自身を NHE 活動の中心的担い手としたことが障害者

の相互扶助を推し進め、コミュニティの障害者に対する理解を深めることに貢

献する。 

(4) 啓発： 

 バランガイレベルにおいて、パンフレット、研修、セミナー、視察旅行、人

形劇、スポーツ大会、壁画コンクールなど道具や手法を用いて啓発を行った。

これらの啓発活動は地域に暮らす障害者の技能や状態について広く住民が理

解する重要な活動である。 

 

3.6 提言 

(1) プロジェクトに対する提言（プロジェクト期間内に行うべきこと） 

● 地方自治体等のための NHE ブックレットの活用普及強化 

 NHE の実施を地方自治体が推進、普及していくためのブックレット“Telling 

the Story, Sharing the Success”をセミナー、ワークショップ、視察旅行等

と一緒に効果的に活用すること。 

● プロジェクト終了後 3自治体へ NHE モデルを普及するための実施計画準備 

NHE のグッドプラクティスの普及、3 自治体から始める NHE 普及の実践的な

実施計画の作成を行うこと 

● NHE フォーラム（国レベルの NHE 普及の第一歩） 

2012年 7月に予定されているNHEフォーラムを国レベルのNHE普及の第一歩

として活用すること。フォーラムで紹介するプロジェクト成果品と実践方法

は、その概念が地方自治体の障害者対策プログラムへの適用に結びつくこと。



 

 

● 国際機関との連携 

本プロジェクトからの学びと経験は、他国へも活用可能である。APCD（アジ

ア太平洋障害開発センター）のような障害者に関する国際機関等との協力を

NHE の発展に関する将来計画の一部としてプロジェクト残余期間に話し合うこ

と。 

(2) NCDA に対する提言（プロジェクト終了後に行うべきこと） 

● 最低 3つの自治体における NHE プロジェクトの再現 

上位目標にあるようにプロジェクト終了後 3-5 年を目途に最低 3つの自治体

に NHE を普及するため、DSWD と連携してイニシアティヴをとること。 

● ネットワーク機能の維持・強化 

プロジェクトで培った様々のレベルの組織的なネットワークを NHE の国レベ

ルの拡大のために維持、強化すること。NHE は単独の機関では実現できず、本

プロジェクトでできたネットワークが NHE を他地域へ拡大する際に良い協力モ

デルとなる。 

● 国レベルの NHE 拡大のための総合計画策定支援 

NHE 推進に関する単なる政策ではない、時系列の目標、指標、期待される成

果を含む具体的で総合的な計画を作り、他の自治体へ応用を図ること。 

● DSWD との役割分担と協力 

DSWD との間で NHE に関する予算、人材の配分を含む役割と責任の分担を明確に

した上で DSWD との協力を強化すること。そのためには①バリアフリー施設の

開発等のコンポーネント、②ユーザー・センタード・アプローチ等の手法、③

社会参加の改善等の期待される成果など NHE の概念をより明確に定義する必要

がある。 

(3) DSWD に対する提言（プロジェクト期間中及び終了後に行うべきこと） 

● 国レベルの NHE 拡大のための総合計画策定 

NHE 推進に関する総合的で実施可能な計画をプロジェクト期間中から策定

し、プロジェクト終了後もプロジェクトの成果を高めること。少なくとも新規

に 3 つの地方自治体で NHE を実施する上では NCDA と緊密に協力し、計画策定

と実施に障害者を積極的に参加させ障害者のための包括的なプログラムを担

保しながら DSWD が中心となって NHE の国家計画とロードマップを策定するこ

と。 

(4) プロジェクト対象の 2 自治体と同地域のその他のステークホルダーに対す

る提言（プロジェクト終了後に行うべきこと） 

● 国レベルへ NHE を普及するための NHE 活動と支援の継続 

プロジェクト対象地域となった 2自治体（ニュー・ルセナ市及びオポール市）

は、他の地方自治体が NHE を実践する上でのモデルであるため、それぞれの地



 

 

域において NHE 推進のための努力と実施を継続すること。 

(5) JICA に対する提言（プロジェクト期間中及び終了後に行うべきこと） 

● DPO（障害当事者団体）、NGO、その他ステークホルダーとの協力における草

の根協力に関する将来計画の検討 

プロジェクト後の NHE 推進のためのステップは NCDA と DSWD によって牽引さ

れるべきである。その上で障害者組織や NGO が NHE 普及の重要な役割を果たす

ため、JICA としては草の根協力の枠組を使って NGO 等の参加の可能性を検討す

ることが期待される。 

● 南々協力の可能性 

開発途上国の地方部における NHE の実施は先駆的な仕事であり、困難と時間

を要する。本プロジェクトで開発した NHE の技術、手法は、同様の社会経済環

境にある他の途上国にも適用できる。DSWD と NCDA の組織的構造と専門性が有

効に継続し、NHE がフィリピンの国家レベルで展開した場合には、フィリピン

の NHE に関する経験を他の国に紹介する方法として南々協力がある。 

 

以上 
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第1章 終了時評価調査の概要 

 

1.1 協力の背景と概要 

2000年の国勢調査によれば、フィリピンの障害者人口は全人口の1.23％とな

っているが、WHOの推計によると途上国の障害者人口は約10％と言われること

から、フィリピンでも実際には1.23％以上と推察される。特に、地方在住の障

害者は、コミュニティに存在する社会的・物理的障壁によって、さらに不利な

条件下に置かれており、社会への参加、自立の機会を制限されている。障害者

の権利は、1992年公布の共和国法7277号（通称「障害者のマグナカルタ」）や

1984年発効のBatas Pambansa Bilang 344（通称「アクセシビリティ法」）に

よって保障されている。マニラ、セブなどの大都市では、国家障害者協議会

（NCDA：National Council on Disability Affairs）等の地道な啓発活動の結

果、人々が社会的・物理的アクセシビリティ確保の重要性を認識するようにな

ってきており、レストランやスーパーマーケット等の民間企業も入り口にスロ

ープや手すりを設置するなど、バリアフリーに関する意識の高まりが見られる。

一方、障害者の半数以上が居住する農村地域では、未だ人々の意識は低く、障

害者教育・医療・就労へのアクセシビリティは充分確保されていない。 

本プロジェクトは、地方に暮らす障害者が抱える社会的・物理的なアクセス

に対する障壁を取り除くようなコミュニティ活動の支援を通じて、障害者の声

が地方行政に適切に反映されるようになるとともに、「障害者も地域に暮らす

人と同じように社会共通の便益を享受する立場にある」といった地域社会の意

識の変化を促すことを目指している。また、協力対象地域での事業実施を通じ、

NCDAや地方自治体のコミュニティにおける案件管理能力の強化を図り、本事業

を通じて構築したモデルの普及が行える体制づくりを目指している。具体的に

は、プロジェクト対象地域（ニュー・ルセナ及びオポール）が他の地方自治体

の模範となるよう、建築物への物理的アクセシビリティの改善、制度的バリア

を取り除くための体制やシステムの構築及び強化、人々の考え方や態度の改善

等を目的とした社会的アクセシビリティに係る活動を実施している。 

 

1.2 終了時評価調査の目的 

2012年9月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評

価、確認し、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施

にあたっての教訓を導くために本終了時評価調査が実施された。 

本調査の目的は以下の通りである。 

 OECD/DAC評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に
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従い、プロジェクト終了前での実績の評価を行う 

 残りの実施期間にプロジェクトを改善するための提言を行う 

 フィリピン及び日本政府双方の関連団体による今後の実践に向けた教訓

を作成する 

本調査は、日本とフィリピンの関係者の参加のもと実施された。調査団は、

調査の結果及びプロジェクトへの提言について調査団内で協議の上合意し、そ

の結果はNCDA・協力対象自治体・主要関連組織・機関の参加のもと開催された

合同調整委員会（JCC）にて共有・合意された。 

 

1.3 終了時評価調査団の概要 

（日本側） 

団長 総括     栗栖 昌紀 JICA フィリピン事務所・次長 

団員 技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 久野 研二 JICA 国際協力専門員 

団員 協力企画 1 小林 龍太郎 JICA フィリピン事務所 

団員 協力企画 2 Flerida Chan JICA フィリピン事務所 

団員 評価分析 前川 晶 ｲﾝﾃﾑｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社 

（フィリピン側） 

団長 Patricia B. Luna   社会福祉開発省特別技術部部長 

団員 Dulfie Tofias-Shalim 社会福祉開発省保護サービス部部長 

団員 Armand Eustaquio   ﾌｨﾘﾋﾟﾝ･ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｱｰｷﾃｸﾄ 

団員 Jaime Silva      NHE コアグループ会長 

団員 Abner Manlapaz     障害者組織リソースパーソン 

 

1.4 終了時評価調査の日程 

日にち 活動内容 場所 

5 月 4 日（金） 日本からの参加団員到着 マニラ 

5 月 5 日（土） 日本側フィリピン側評価者の打ち合わせ マニラ 

5 月 6 日（日） 移動 カガヤンデオ

ーロ市 

5 月 7 日（月） オポール市内の施設視察 

市長表敬 

地方自治体関係者インタビュー 

DPO インタビュー 

周辺地方自治体（プロジェクト終了後の NHE

活動候補地）関係者インタビュー 

オポール市 

5 月 8 日（火） Research Institute for Mindanao Culture オポール市 
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日にち 活動内容 場所 

(RIMCU) of the Xavier university (in Xavier 

University)インタビュー 

活動対象バランガイ インタビュー 

5 月 9 日（水） DSWD 地方事務所表敬およびインタビュー 

RCDA および DPO インタビュー 

イロイロ市 

5月 10 日（木） ニュー・ルセナ市内の施設視察 

市長表敬 

地方自治体関係者インタビュー 

DPO インタビュー 

ニュー・ルセ

ナ市 

5月 11 日（金） ニュー・ルセナ市内の施設視察 

活動対象バランガイ インタビュー 

周辺地方自治体（プロジェクト終了後の NHE

活動候補地）関係者および DPO インタビュー 

イロイロ市 

5月 12 日（土） 移動 マニラ 

5月 13 日（日） レポート作成 マニラ 

5月 14 日（月） NCDA およびプロジェクトコアグループ イン

タビュー 

マニラ 

5月 15 日（火） 日本側フィリピン側評価者の協議 マニラ 

5月 16 日（水） NCDA および DSWD との協議 マニラ 

5月 17 日（木） NCDA および DSWD との協議 マニラ 

5月 18 日（金） NCDA および DSWD との協議 マニラ 

5月 19 日（土） レポート作成 マニラ 

5月 20 日（日） レポート作成 マニラ 

5月 21 日（月） 合同調整委員会 マニラ 

5月 22 日（火） 日本からの参加団員帰国  

 

1.5 評価方法（評価項目およびデータ収集方法） 

プロジェクトの終了時評価は、「新JICA 事業評価ガイドライン（第１版）」

に沿って下記の手順に従い実施された。 

手順１:プロジェクトデザインと実施過程両方の関連事項を含む達成度を、促

進・阻害要因について分析した。 

手順２:プロジェクトの実績の評価は、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）を基に実施した。 

手順３:残りの実施期間にプロジェクトを改善するための提言、及び、フィリ

ピン及び日本政府双方の関連団体による今後の実践に向けた教訓を作成した。 
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終了時評価調査の分析において用いられた評価5項目の定義は表1の通りで

ある。 

表 1  評価 5 項目の定義 

評価 5 項目 JICA 評価ガイドラインによる定義 

1. 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、政府の開発目標や、対象グループ、

及び/または、フィリピンの最終的な受益者のニーズに関し

て、プロジェクト目標と上位目標の正当性によって検討され

る。 

2. 有効性 有効性はプロジェクト目標がどの程度達成されたか、プロジ

ェクト目標と成果の関連性を解明し評価される。 

3. 効率性 プロジェクト実施の効率性は、投入の時期、質及び規模と成

果の関係性に焦点を当て分析を行う。 

4. インパクト インパクトはプロジェクトによってもたらされた正負の影

響、計画当初に予想されなかった影響を含め評価される。 

5. 持続性 
プロジェクトの持続性は、プロジェクト終了後、プロジェク

トの成果が持続するか分析し、組織、財政、技術面に関して

評価される。 

出展: 「JICA プロジェクトガイドライン（2010 年 6 月改訂）」   

 

定量データと定性データの両方が集められ、分析に使用された。データ収集

方法は下記の通りである。 

 関連資料のレビュー: 

 主要関連団体議事録 

 進捗レポート 

 専門家報告書 

 プロジェクトで実施した調査結果 

 主要関連団体へのインタビュー: 

 プロジェクトに配属された日本人専門家 

 NCDA 職員 

 RCDA のメンバー 

 ニュー・ルセナとオポールのＰＭＴ 

 NHE コアグループメンバー 

 障害者と、障害者の家族会のメンバー 

 主要関連団体への質問票: 

 NCDA/DSWD 職員 

 RCDA のメンバー 

 ニュー・ルセナとオポールのＰＭＴ 
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 NHE コアグループメンバー 

 ニュー・ルセナとオポール施設の訪問 
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第2章 実績の評価 

2.1 プロジェクトの概要 

 

プロジェクトは2008年10月1日に開始し、現在はPDM Ver.3を用いて実施され

ている。PDM Ver.1は、2008年9月30日のJICAフィリピン事務所長及びNCDA議長

による討議議事録（R/D）の際に署名された。オポール、ニュー・ルセナの両

協力対象自治体は、それぞれ、3月14日、及び20日にNCDAとの間の基本合意書

に署名した。開始より1年後、PDM Ver.1は成果指標を改善するためにPDM Ver.2

として改訂され、2009年10月21日のJCCにおいて承認された。プロジェクトの

中間レビューではさらなる成果指標の改善のためPDM Ver.3が提案され、2011

年1月27日のJCCにて承認された。PDM Ver.3における上位目標、プロジェクト

目標、成果は下記の通りである。 

 

上位目標 

フィリピンの協力対象自治体以外の地方農村自治体において、障害者の参加に

よりバリアフリー環境が推進される。 

 

プロジェクト目標 

国家障害者協議会（NCDA）との緊密な連携のもと、協力対象の地方農村自治体

が、障害者の物理的・社会的アクセシビリティ（特に建物環境、法律、人々の

態度のバリアフリー化）を推進し、バリアフリー環境を形成する。 

 

プロジェクトの成果 

成果（アウトプット）１：プロジェクトが明確な実施・モニタリング体制のも

と運営管理され、そのプロセスに障害者が参加する。 

成果（アウトプット）２：協力対象の地方農村自治体のバリアフリー環境形成

にかかる基礎情報が収集される。 

成果（アウトプット）３：NCDA、障害者協会／連合、協力対象自治体、及びそ

の他関連組織の、障害者の物理的・社会的アクセシビリティ（特に建物環境、

法律、人々の態度のバリアフリー化）を推進する能力が向上する。 

成果（アウトプット）４：バリアフリー環境及び障害者の権利についての啓発

が推進される。 

成果（アウトプット）５：プロジェクトの実施を通じて構築されたバリアフリ

ー環境推進のための実施体制（関連組織間のネットワーク）が強化・拡大され

る。 

 



7 

 

2.2 プロジェクトの活動実績 

 

2.2.1 投入実績 

(1) 日本人専門家の派遣 

2008年10月のプロジェクト開始以降派遣された日本人専門家は次の表のとお

りである。 

長期専門家 2名 

 指導分野 派遣期間 

1 チーフアドバイザー／障害者福祉 2009 年 3 月 2 日－2012 年 9 月 30 日 

2 業務調整／アクセシビリティ研修 2009 年 1 月 26 日－2012 年 9 月 30 日

短期専門家 4名 

 指導分野 派遣期間 

1 ネットワーク構築 2009 年 1 月 27 日－2009 年 3 月 31 日

2 アクセスマップ／デザイン 2010 年 2 月 15 日－2010 年 2 月 28 日

3 障害者互助グループ／団体強化 2010 年 9 月 13 日－2010 年 9 月 23 日

4 アクセシビリティ施設有用性 2011 年 9 月 7 日－2011 年 9 月 17 日 

プロジェクトモニタリング調査団 

 指導分野 派遣期間 

1 障害平等研修（DET） 2009 年 9 月 3 日－2009 年 9 月 17 日 

2 障害平等研修（DET） 2010 年 3 月 7 日－2010 年 3 月 9 日 

 

(2) カウンターパート研修 

日本、カンボジア、タイ、マレイシアへ計 17 名が派遣、研修を受けた。実績

は次のとおりである。 

 国 人数 研修分野 研修期間 

1 

 

日本 

 

3 

 

アジアにおけるユニバーサル・デ

ザインの普及 

2010 年 6 月 24 日 

－6 月 28 日 

2 

 

日本 6 障害当事者参加型によるバリアフ

リー／ユニバーサル・デザイン環

境推進 

2010 年 10 月 21 日

－11 月 5 日 

3 カンボジ

ア／タイ 

5 アクセシビリティ・モデルサイト 2009 年 7 月 26 日

－8月 2日 

4 マレイシ

ア 

3 障害平等研修と地域に根差したリ

ハビリテーション(CBR)アジア太

平洋大会 

2010 年 10 月 31 日

－11 月 16 日 
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(3) 機材供与 

日本が供与した機材はパソコンや視聴覚機材など計 1,213,139 ペソ分（2012

年 5 月 JICA 精算レート 1ペソ=1.909 円で換算すると 2,315,882 円）である。 

 

(4) 現地業務費 

日本側のプロジェクト活動実施のために支出した2011年度末までの現地業務

費の総額は 13,519,849 ペソ（同換算レートで 25,809,392 円）である。 

 

(5) フィリピン側ローカルコスト負担 

フィリピン側のローカルコスト負担は NCDA、プロジェクト対象自治体（ニュ

ー・ルセナ市とオポール市）の負担額 2011 年までの支出実績累計額で 3,484,571

ペソ（同換算レートで 6,652,046 円）である。 

 

2.2.2 活動の実施状況 

2008 年 10 月にプロジェクトが開始されてから 3年 8カ月が経過した。この間

プロジェクトは NCDA、2 つのプロジェクト対象自治体2、その他のステークホル

ダーと緊密に連携して実施体制の構築と強化、障害者と物理的なアクセシビリ

ティに関するデータの収集と更新、障害者のプロジェクト活動への参加を促す

ための障害者のエンパワーメントに関する活動をプロジェクト活動計画に従っ

て行ってきた。 

詳細はプロジェクト進捗状況報告書（2012 年 4 月 13 日付）を参照のこと。 

 

2.2.3 成果の達成状況 

すべての成果の指標は達成された。NHE の国家フォーラムは 2012 年 7 月に開

催予定であり、終了時評価時点では未実施である。 

 

成果 1. 実施体制づくり 

指標1.1 プロジェクトにおいてNCDA職員に対しオリエンテーションが実施され

る。 

2009 年 3 月 30 日、NHE プロジェクトに関するオリエンテーションが NCDA 職員

に対して実施された。20 名の職員（プログラム管理課、情報教育コミュニケー

ション課、技術協力課、財務管理課、第Ⅵ地域（Region）とⅩ地域担当の地域

プログラム調整員）が参加した。 

                                                 
2 本報告書で「自治体」は通常「市」を指すが、プロジェクト対象となったニュー・ルセナ市とオポール

市以外に NHE に関心を示している自治体としてギマラス州が含まれているため、州と市を包含する言葉と

して「自治体」という名称を多用している。 
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指標 1.2 RCDA とプロジェクト対象自治体のためのオリエンテーションが実施さ

れる。 

プロジェクト対象自治体（ニュー・ルセナ市・オポール市）の職員、議員、障

害者組織、NGO、障害者、NHE コアグループ、PMT、バランガイ3の長、RCDA に対

してオリエンテーションが実施された。 

 

指標 1.3 NCDA とプロジェクト対象自治体との間で MoA が締結される。 

2009 年 3 月 14 日、NCDA とオポールの間で、2009 年 3 月 20 日、NCDA とニュー・

ルセナの間で MoA が締結された。 

 

指標 1.4 プロジェクト対象自治体に障害者団体、自治体職員、その他ステーク

ホルダーから構成される PMT が存在し、定期的に会合を開催する。 

ニュー・ルセナ、オポールそれぞれにおいて、自治体職員、障害者協会の代表、

その他のステークホルダーから成る PMT が組織され、定期的に会合を開催して

いる。 

 

指標 1.5 国と地域レベルでチーム構築活動が実施される。 

チーム構築のためのワークショップが開催され、参加者がお互いを知り、チー

ムのダイナミズムを体感させるための様々の活動が実施された。ニュー・ルセ

ナとオポールにおいて、NHE プロジェクトの実施のために参加者は目的を記した

計画書、それぞれの責任等について共同作業により計画立案ワークショップを

展開した。2012 年 1 月 17 日、18 日、アンティポロにおいて 2012 年以降の NHE

計画立案ワークショップが開催され、NCDA と DSWD 職員が参加した。 

 

指標 1.6 モニタリングシステムができる。 

定期会合のサイト視察を通じてプロジェクトの成果達成度の進捗状況を更新す

るためのモニタリングが実施された。PMT は四半期に一度 NCDA にモニタリング

報告書を提出している。 

 

指標 1.7 四半期に一度コアグループ会議が開催される。 

NHE コアグループ会議が四半期に一度開催され、プロジェクト活動進捗状況の確

認と実施上の問題点の協議を行っている。 

 

指標 1.8 合同調整委員会が年 1回以上開催される。 

合同調整委員会は年 1 回開催され、プロジェクト活動と成果の達成状況の報告

                                                 
3 最小行政単位 
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をステークホルダーに対して行っている。 

 

指標 1.9 プロジェクト対象自治体において NHE に関するモニタリング活動が定

期的に開催される。 

特にバランガイレベルにおいて、ステークホルダーの会合とサイト視察を通じ

て関連基礎情報の整理、キャパシティ・ディベロップメント、NHE プロジェクト

の啓発事業を実施するためのモニタリングが行われている。 

 

指標 1.10 NHE 関係者（PMT、コアグループ、NCDA/JICA）の代表者が出席して定

期的に RCDA との会合が開催される。 

第Ⅵ地域及びⅩ地域において、四半期に一度 RCDA の会議が開催され、プロジェ

クト活動の進捗状況と成果の達成状況について当該各地域のステークホルダー

間で共有されている。 

 

指標 1.11 モニタリングと評価の提言がプロジェクトに反映される。 

モニタリングと評価の結果から得られる提言に基づいて、PDM、PO、組織図が更

新されている。 

 

成果 2. 基礎情報の収集 

指標 2.1 状況調査で使われるツールが資料活用のために編集される。 

機能障害分類とアクセス監査で使われるツール（機能障害分類ガイドライン、

機能障害分類の記入用紙、物理的アクセスの監視チェックリスト等）が開発さ

れた。 

 

指標 2.2 プロジェクト対象自治体において障害者と障害者のための物理的アク

セシビリティに関する基礎資料がデータベースにとりまとめられ、更新されて

いる。 

障害者数、機能障害別人数、アクセス可能な施設・設備等が特定され、定期的

に更新されている。 

 

成果 3. キャパシティ・ディベロップメント 

指標 3.1 NHE に関する研修教材が資料活用のために編集される。 

次の研修教材が活用され、一連の研修期間に編纂された。 
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指標 3.2 NHE を推進する人材が開発される。 

NHE プロジェクトで鍵となるステークホルダーの人材が継続的に一連の学習機

会を通じて養成された。 

 

指標 3.3 6 つの事例が資料活用のために編集される。 

2010 年 4 月から 9 月の第 2 回年次進捗状況報告書に障害者のキャパシティ・デ

ィベロップメントに関する 5 つの事例が編纂され、ステークホルダー間で共有

された。 

 

指標 3.4 プロジェクト対象自治体において物理的・社会的アクセシビリティに

対する障害者の満足度が向上する。 

中間評価の段階でインタビューに答えた障害者は物理的・社会的環境の改善に

対して、大変満足であることを表明した。プロジェクトの研修に参加した自治

体職員と障害者の父兄は、障害者が大変自信を持ち自尊心を持ったことを述べ

た。計 6回のフォーカスグループ・ディスカッション（オポールから 55 名、ニ

ュー・ルセナから 68 名の参加）を通じてプロジェクト対象自治体に教訓を生か

した。 

 研 修 教 材 名 

1 コミュニティの組織化 

2 機能障害分類 

3 アクセス監査（バリアフリー施設チェック） 

4 障害者平等研修（DET） 

5 障害者のエンパワーメント 

6 障害者のピア・カウンセリング 

7 バリアフリー／ユニバーサル・デザインとアクセスマップ 

8 障害者のリーダーシップと権利啓発 

9 権利啓発教材開発のスキル 

10 互助グループ／互助組織の強化（第 1編） 

11 互助グループ／互助組織の強化（第 2編） 

12 ユニバーサル・デザインと有用性を考慮した物理的アクセスのワーク

ショップ 

13 デイケアセンターにおける障害児の対応に関する研修 

14 機材オリエンテーションのためのワークショップ 
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成果 4. 啓発と権利擁護 

指標 4.1 8 種類（2 種類のパンフレット、2 種類の DVD、4 種類のその他教材）

の NHE に関するコミュニケーション教材が作成され、配布され、レビューされ

る。 

最低 16 種類のコミュニケーション教材が作成され、配布された。 

 

指標4.2 資料作成のために編集されたNHEのコミュニケーション教材と活動（会

議、ワークショップ、対話、表敬、メディア取材の応答など）、啓発活動を通

じて意識向上した 3 つの事例によって、対象地域の人々が NHE に関して認識が

できる。 

特にバランガイレベルにおいて、ステークホルダー会議とサイト視察を通じ、

NHE プロジェクトの啓発活動、キャパシティ・ディベロップメント、基礎情報収

集に関連する情報を収集するためにモニタリング旅行が実施された。モニタリ

ング旅行中及び旅行後、家庭訪問、支援グループ会議、バランガイ障害事業集

会、壁画、バランガイホールのアクセス施設の改修などが、障害者、バランガ

イ職員、ボランティアの高いコミットの結果としてバランガイレベルにおける

意識を高めるために実施された。 

 

指標 4.3 プロジェクト対象自治体において、障害者及び障害者団体が啓発活動

に従事する。 

障害者協会会員の参加をもって一連の啓発事業が実施された。中間レビュー時

のインタビュー結果とは別に、啓発事業は障害者のエンパワーメントと障害者

協会／連合会の強化に貢献した。 

 

指標 4.4 プロジェクト対象自治体において、障害者に対する人々の態度が好変

する。 

2010 年 1 月と 4 月に実施されたベースライン・アティテューディナル調査の結

果、ニュー・ルセナとオポールは双方ともに ABS の点数は低かった。2012 年 1

月から 3 月にかけて実施した事後アティテューディナル調査はニュー・ルセナ

とオポール並びにその他の自治体において障害者に対する人々の態度がどう変

化したかを調べている。暫定結果は障害者、障害者の親、コミュニティの態度

の改善を示している（終了時評価時点で未公表）。 

 

成果 5. ネットワークづくり 

指標 5.1 NHE を推進するための組織制度上のアレンジ（NCDA 理事会決議等）が

NHE のステークホルダーによってなされる。 
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NHEを推進するためNCDA理事会決議が2008年12月発効した。NCDA決議に則り、

プロジェクトは活動の実施に人材・予算を割り当てるため DSWD、DPWH、DILG、

DOH、DepEd、DOTC、DOLE 等各機関の代表と作業を進め、各機関の専門性、経験、

情報、ノウハウ、協力の枠組を最大限活用するよう努めてきた。フォーカルパ

ーソンが特定され、プロジェクトはコアグループ会議、RCDA 会議、その他セミ

ナー、行事、会議を通じてフォーカルパーソンと相談してきた。プロジェクト

は中間レビュー時の提言を考慮し、“2012 年以降の NHE のための計画策定ワー

クショップ”を開催した。 

 

指標 5.2 NCDA 理事会を構成する少なくとも 5機関においてフォーカルパーソン

が特定される。 

フォーカルパーソンは DSWD、DPWH、DILG、DOH、DepEd、DOTC、DOLE の中央及び

地方レベルの事務所で特定された。関連機関の 2012 年現在のフォーカルパーソ

ンは次のとおり。 

 

機関名 氏名 職位等 

DSWD Joanna Hizon Social Welfare Officer Ⅲ 

DPWH Mariano C. Del 

Castillo 

Architect Ⅳ, Bureau of Design 

DILG Edmund S. Fernandez LGOO Ⅴ 

DOH (Before; Eduardo C. 

Janairo) 

 

DepEd Rosalie Raymundo Physical Facilities & Schools 

Engineering Division 

DOTC Rizal C. Morales Senior Transportation Development 

Officer 

DOLE Marilyn T. Nicolas  

 

指標 5.3 少なくとも 3つの他自治体がプロジェクト対象自治体を視察する。 

次の 3自治体がニュー・ルセナ市とオポール市を視察した。 

 

自治体（市）名 州 地域 視察先 

Santa Barbara Iloilo Region Ⅵ New Lucena 

 Guimaras Region Ⅵ New Lucena 

Digos Davao del Sur Region XI Opol 
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指標 5.4 2011 年か 2012 年に NHE に関する国家フォーラムが開催される。 

NHE に関する国家フォーラムは 2012 年 7 月開催予定である。 

 

2.2.4 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標は 8つの指標すべてを満たし、達成された。 

 

指標 1. 物理的アクセス（建物環境）の改善 

ニュー・ルセナ：2012 年 3 月時点で 31 施設の計 155 作品の物理的アクセスが改

善された（指標値：133 作品の改善）。 

オポール：24 箇所の監査された施設のうち、21 施設が改修された（87.5%）。

指標値は 15%であったのでこれを達成した。 

 

 施設数 設備数 作品数 

New Lucena 31 52 155 

Opol 21 45 77 

（出所：両自治体のフォーカルパーソンの情報） 

 

指標 2. アクセスマップの開発 

2010 年 2 月ニュー・ルセナとオポールにおいてアクセスワークショップが開催

された。その成果の一つとして、ニュー・ルセナの公設市場やオポールの広場

など特定の場所の問題やその解決方法、提言などを特定するためアクセスマッ

プが作成された。ニュー・ルセナでは、計画されているアクセス施設を示す防

水性のバナー地図が市役所前に置かれている。 

 

指標 3. 障害者関連活動のための予算 

ニュー・ルセナとオポールの障害者関係の活動予算（支出実績）は次表のとお

り毎年 10%以上増加している。 

（単位：ペソ） 

 2008 

 

2009 2010 2011 増加率 

2009-2010 

増加率 

2010-2011

New 

Lucena 

29,906.10 119,606.00 210,642.00 1,092,709.00 76.1% 418.8% 

Opol 26,750.00 135,327.35 155,134.68 249,136.62 14.6% 60.6% 

（出所：両自治体のフォーカルパーソンの情報） 
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指標 4. 障害者関連の自治体の法規 

ニュー・ルセナとオポール両自治体の障害者関連法規に関する指標を達成した。 

 

ニュー・ルセナ：3 つの条例、8 つの行政令、3 つの自治体決議を採択し、実行

した。 

オポール：9つの行政令、9つの自治体決議を採択し、実行した。 

 

指標 5. 障害者のエンパワーメント 

一連のキャパシティ・ディベロップメントとモニタリング活動を通じ、プロジ

ェクト対象自治体における障害者互助グループ／互助組織の強化と障害者のエ

ンパワーメントを行った結果、障害者は 2009 年から家庭訪問、支援グループ会

議、アクセス監査、DET セミナー、ピア・カウンセリングのセミナー等の活動を

積極的に実施してきた。これらの活動のための予算はバランガイの予算とプロ

ジェクト予算によって賄われてきた。予算は年々増加し特に 2011 年には大きく

増えた。これは主に互助グループ研修、障害者グループが作成した 3 カ月計画

に基づく組織的なキャパシティの強化、コミュニティの障害者と非障害者の態

度の変化を辿るための集約的なモニタリング活動、バランガイの参加のような

より草の根的アプローチなどの互助グループ、互助組織の組織的なキャパシテ

ィの強化による。障害当事者のイニシアティヴによって障害者は自らの可能性

に気づき、自信を深めると共に、社会は変化し得るものであり、バリアは取り

除かれ得るものであるということに気付いた。 

 

障害者協会／連合に所属する障害者の数 

 2008 2012 障害者数総数 

New Lucena 10 60 478 

Opol 56 156 528 

（出所：両自治体のフォーカルパーソン／障害者連合会長の情報） 

 

指標 6. 社会組織への障害者の参加 

次の表に示すような障害者の社会参加がある。 
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New Lucena 

●障害者連合会長がニュー・ルセナ市障害者評議会委員として同市開発評議

会に毎月出席している。何名かの障害者は Out-of-School Youth の委員でも

ある。 

●市役所及び公設市場のアクセストイレの維持を担当する職員として市役所

に 2名雇用されている。 

●障害者連合副会長ほか 1名が行事等がある時の案内係を務めている。 

●2名は TESDA が開催した短期のコンピュータ基礎研修を修了した。 

Opol 

●異なる障害を持つ障害者団体の委員が Zonal Assembly、Volunteers 

Assembly、Annual Walk for Peace 等の団体に所属している。 

●異なる障害を持つ障害者団体の委員長が家庭訪問を通じて僻地のバランガ

イに住む障害者の情報を収集するバランガイ調整員としてオポール市役所に

雇用されている。 

●Taboc の LTI で顧客サービス研修に参加した障害者がいる。 

●2名が知的障害者、聴覚障害者のためのサイン・ランゲージを実施する SPED

クラスのアシスタントとして雇用されている。 

●2名が施設維持と修理のための係を務めている。 

●2 名の異なる障害を持つ障害者団体の委員がバランガイ開発評議会の委員

でもある。 

 

指標 7. 障害者のための社会サービス／社会事業 

ニュー・ルセナとオポールの両自治体において、障害者向けのサービスと事業

が市の年次投資計画に含まれている。 

 

指標 8. 他の自治体からの関心 

2011 年、プロジェクトはインフォメーション・シート（要請書）とガイドライ

ンを作成し、第Ⅵ及びⅩ地域で NHE 活動を実施することに関心がある自治体の

候補を特定するために配布した。2012 年 3 月時点では、16 自治体が NCDA と DSWD

の職員に要請書を提出した。2012 年 4 月 NCDA と DSWD は将来の NHE モデルの普

及のためにこれらの自治体を訪問した。2012 年 5 月現在、計 21 自治体（第Ⅵ地

域 14 自治体、第Ⅹ地域 7自治体）が NHE の導入に関心を示している。 

 

2.2.5 上位目標達成の見込み 

NHE がフィリピンの他の自治体に障害者の参加をもって広がるという上位目標

は、NCDA と DSWD が協力のコミットをもって実施計画を作り実行すれば、達成さ
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れる見通しはある。 

 

指標 1. NCDA、プロジェクト対象自治体及びその他主要関連組織による技術協力

を受け、少なくとも 3 つの自治体が物理的、社会的アクセシビリティを推進す

るための活動を開始する。 

情報普及の結果、プロジェクト対象自治体以外の自治体が NHE に関心を示して

おり、プロジェクト終了後この指標は達成される見通しがある。NCDA と DSWD の

職員が国、地域、市レベルで障害者と協力して 2012 年 4 月第Ⅵ地域と第Ⅹ地域

を訪れ、NHE 普及のための候補自治体の特定と検証を行った。 

 

指標 2. 上記の地方自治体において、障害者を含むアクセシビリティ監視チーム

が結成される。 

次の事実よりこの指標はプロジェクト終了後達成される見通しがある。 

 

プロジェクトは対象自治体において主に障害者から成るアクセス監査チームを

結成することに成功した。NCDA は“2012 年以降の NHE 計画策定ワークショップ

“において、NCDA と DSWD 職員に Appreciative Inquiry (AI)と Open Space 

Technology (OST)の手法を紹介した。加えて、NCDA、DSWD、障害者組織の代表

が第Ⅵ地域、Ⅹ地域の NHE 活動に対してコミットを確認した 16 自治体を訪問し

た際、各自治体は障害者を含むアクセス監視チームを結成する準備ができてい

た。16 自治体のすべてに障害者連合があり、半数の自治体に障害事業自治体評

議会が既に設立されている。障害事業自治体評議会は市長、市職員、障害者が

共同でアクセシビリティを監視する場である。 

 

指標 3. NCDA とプロジェクト対象自治体において、NHE 活動を実施するための仕

組みと資源（人材、予算等）が維持される。 

次の事実よりこの指標はプロジェクト終了後達成される見通しがある。 

 

将来 NHE プロジェクトを他の自治体へ再現するためには、ニュー・ルセナとオ

ポールは NHE モデル自治体として活動を継続しなければならない。ニュー・ル

セナは NHE を推進するため条例を作り予算も増やしている。オポールも同様に

行政令を発出した。これらのことから両自治体では NHE 活動を実施するための

仕組みと資源（人材、予算）は充実してきた。また、NCDA と DSWD は NHE の再現

のために実施計画とロードマップを作るコミットをしている。 
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2.2.6 実施プロセス 

促進要因 

(1) 殆どのプロジェクト活動が計画通り行われた。これは NCDA、プロジェクト

対象自治体職員、PMT、NHE コアグループの強いコミットに拠るところが大きい。

フィリピン、日本双方からの投入も計画通り適切になされた。 

 

(2) 障害者の中心メンバーが家から外出しない障害者、引きこもりの障害者な

どのためにピア・カウンセリング、家庭訪問、DET を継続的に適切な教材と手法

で行っている。バランガイ職員と他のコミュニティのメンバーは障害者による

家庭訪問を支援し、評価している。 

 

(3) 障害者が生計活動に必要な技能を身につけ、雇用可能性を高めるために自

治体が運営するいくつかの研修に参加を始めている。自治体は障害者の組織力

を強化するために、組織管理技能を修得してもらう研修を準備した。 

 

(4) プロジェクトは NHE コアグループ、RCDA、PMT を通じて国家機関と様々のス

テークホルダーを関与させた。これが専門知識、経験、情報、ノウハウ、仕組

の効果的な活用を促進し、人材と予算の確保につながった。 

 

(5) プロジェクト対象自治体はアクセシビリティ法に則り施設の監査について

中間評価調査の提言に従った。両自治体の PMT と障害者はそれぞれの自治体に

おいてアクセス監査を開始した。 

 

(6) プロジェクト対象自治体は中間評価調査の提言に従い、注意深くステーク

ホルダーを分析し、戦略計画と対象者中心の計画を作った。ニュー・ルセナは

異なるセクターの他機関と協力し、物理的・社会的アクセシビリティのための

数々の活動を実施した。オポールは障害者関連セクターに関するより戦略的な

計画を CLUP に包含し始めている。 

 

阻害要因 

(1) プロジェクト対象自治体は予算措置について最大限の努力を行っているが、

プロジェクト活動を持続させる上で、国家レベルの NHE 関連活動のための財政

的支援の制約はある。 
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第3章 評価 5 項目による評価 

 

3.1 妥当性：高い 

 本プロジェクトの目的は、日本の対フィリピン国別援助方針、JICA 国別事業

実施計画、フィリピン国家戦略／法令等に整合している。本プロジェクトは協

力対象地域の直接受益者である障害者のみではなく、コミュニティ全体を間接

受益者としており、農村地域の障害者支援ニーズに幅広く応えるものである。 

 

本プロジェクトのフィリピン国の政策並びに国際的な条約との整合性は次の法

令や条例により保たれている。 

● BP344（アクセシビリティ法） 

● 共和国法第 7277 号（「障害者のマグナカルタ」） 

● 共和国法第 9442 号 

● 共和国法第 10070 号 

● 大統領令第 1096 号（フィリピン国家建築規則） 

● 観光局覚書第 2011-04 号 

● 国連障害者の人権に関する代表者会議 

  

 アティテューディナル・サーベイの結果、プロジェクト対象自治体は障害者

にとって物理的・社会的な多くの障壁があることが判明し、ニュー・ルセナと

オポールを対象地域として選定した妥当性は高い。 

 

 日本は 1970 年代から物理的アクセシビリティを始め、NHE に関する経験と専

門知識の蓄積があり、日本の技術の優位性の観点からも妥当性は高い。 

 

3.2 有効性：高い 

 プロジェクト目標は計画通り達成している。スロープ、手摺、アクセシブル

トイレ等物理的アクセシビリティは中間レビュー時からさらに増加し、指標値

を達成した。プロジェクト対象地域では収集された障害者関係の基礎情報が活

用され始めている。また同対象地域ではプロジェクトの初期の2年間に比べて、

より多くの障害者が家から出てプロジェクトとバランガイレベルの障害者の組

織活動に参加する動きが活発化している。プロジェクト対象自治体では国や他

の地方自治体の関連機関とネットワーク化が進展している。RCDA は地方自治体

に必要な技術支援を与え、ネットワーク化を進める上で重要な役割を果たして

いる。コミュニティの人々はプロジェクトと障害者の人権により一層の理解を
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示している。 

 

3.3 効率性：高い 

 専門家の投入、研修員の受入、機材の供与など投入は計画通り実施され、活

動もフィリピン側のカウンターパート予算のうち 2 自治体の努力により毎年増

額した予算措置と人材の配置により円滑に実施され、成果の達成に貢献した。 

 

 啓発活動は障害者のエンパワーメントに貢献した。障害者は今日ではプロジ

ェクト対象自治体において啓発係若しくは啓発グループとなった。 

 

3.4 インパクト：高い 

［プロジェクトによる効果］ 

 地域にある材料を使ったアクセシブルトイレ、スロープ、手摺等の設備の建

設とユニバーサル・デザインが広く導入されるようになった。 

 

 NHE の導入に関心を示している自治体が 21 と増加している。うち 3 自治体は

物理的アクセシビリティ面の整備を始めている。プロジェクト対象の 2 自治体

はネットワークを生かして予算を毎年増額させ、かつ NHE 関連の条例等を増や

している。 

 

 多くの近隣の自治体、他地域の自治体、外国からの訪問者が NHE モデルを知

るためにプロジェクト対象自治体を視察している。 

 

 市、バランガイのレベルで障害者組織・任意団体の活動が活性化している。

プロジェクト対象自治体では、障害者がバランガイの会議に参加し、自分の意

見を述べることができるようになった。障害者は自分達の組織のために積極的

に働き、積極的ではない障害者の家庭を以前よりも多く訪問するようになった。

コミュニティの人々が障害者の存在、人権、能力や技能を認知し理解するよう

になっている。何人かの障害者は自分達の生計のために所得創出活動に従事で

きるようになった。 

 

［その他の効果］ 

 NCDA は DSWD の付属機関となったが、NHE を他の自治体に他のステークホルダ

ーと共に推進していく中心的な役割を果たしている。DSWD は NHE 関連の事業を

持続する上で重要な役割を持っている。 
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 NCDA、RCDA、DSWD は相互に連携し、いくつかの地域において情報普及と啓発

活動を行った。RCDA はすべての地域において自治体とのネットワークを築く役

割が期待されている。 

 

 プロジェクト対象自治体は、プロジェクトと DPWH、RCDA、PCD、MCDA、BCDA、

DepEd、大学、NGO 等の関係機関との間の連携と協力を築き、維持する努力を続

けている。 

 

3.5 持続性：中位 

 協力期間途中から NCDA は DSWD（社会開発福祉省）の付属機関となり、DSWD

が今後障害者のための包括的な政策、指針を NCDA の支援を得て行うこととなっ

ており、終了時評価時点では NHE を他の自治体に普及していくための研修とセ

ミナーのモニタリングと評価、NHE を実現するために企画されるべき最低限の要

求を含む国レベルの方策や戦略が明確ではない。DSWD は NHE を障害者のための

総合的なプログラムとサービスに関する枠組の一部として取り入れ、それらの

プログラムやサービスが障害者にアクセス可能となるよう省令を発布して指針、

政策を作る予定である。NCDA は今後の NHE の再現と普及のために地域レベル、

市レベルでRCDAと様々のセクターのステークホルダーと一緒に可能性のあるフ

ォーカルパーソンを特定し、予算計画策定を成しつつある。 

 

 コアグループの委員はより頻繁に積極的に定期会議に出席しなければならな

いという意見がある。しかしながら、関係機関間の調整が不可欠であり、この

状況は改善される必要がある。NCDA がこの問題を改善する必要がある。 

 

 プロジェクトで導入した NHE の技術は理解し易く低コストであるため受け入

れられやすいが、その導入と成功の鍵は特に地方自治体の首長のやる気とコミ

ットによる。 

 

 プロジェクト対象自治体では、自治体組織の中に NHE に特化した部署はない

が、自治体職員と障害者代表から成る機動力のある PMT とフォーカルパーソン

が機能している。 

 

 いくつかの自治体が NHE を学び、親しむためにプロジェクト対象自治体を訪

問した。プロジェクトがプロジェクト対象自治体に導入した技術とノウハウは

実践的なものであるため、どの自治体にも取り入れることは簡単であると思わ

れる。 
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3.6 結論 

本プロジェクトはプロジェクト対象地域において障害者の能力を高め、コミ

ュニティにおいて住民と等しく生活するためのバリアフリー環境の形成に貢献

した。 

 NHE を導入することに関心を示す自治体は増加し、プロジェクトの正の効果が

表れた。 

 国、地域、市の各レベルにおいて、関連機関の協力と機能的な支援を通じプ

ロジェクト対象地域の 2自治体は成果を収めた。 

 ネットワーク、啓発活動を通じた情報伝達と、カウンターパート及び障害者

のキャパシティ・ディベロップメントが NHE 概念の普及と障害者の能力強化に

つながった。 

 プロジェクト対象地域の自治体レベルにおける NHE の成功は特に市長のやる

気とコミットに拠るところが大きい。 

 DSWD は NHE を障害者のための総合的な支援プログラムの枠組の一部として採

用することを決めており、NCDA はプロジェクト対象地域の 2 自治体以外の少な

くとも最低 3 自治体に NHE を普及するための予算と核となり得る人材を特定す

るために戦略計画を詰めている。NCDA と DSWD は今後一層の協力を深めて NHE を

他の自治体へ普及させていく計画であるが、より具体的な計画づくりが求めら

れる。 

 結論として、本プロジェクトは終了時評価時点において、妥当性、有効性、

効率性は高く、正のインパクトが多く発現している。持続性は自治体レベルで

は技術的な容易さの故に普及し易いが、国レベルの NHE 普及に対する具体的な

計画や実施の方法が明確になっていないために中位とした。 
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第4章 教訓・提言 

 

4.1 教訓（NHE 活動の成功のための教訓） 

4.1.1 地方自治体： 

首長の強力なコミットが NHE 活動のための法制度と必要な予算確保の上で不可

欠である。NHE を円滑に実施する上で関連機関を調整し、関連機関から協力を引

き出し、有用な情報と人材を活用するためにプロジェクト・マネジメント・チ

ーム（PMT）が重要な役割を果たす。 

 

4.1.2 組織間のネットワーク： 

国、地域、市の異なる 3つのレベルでそれぞれに機能的な調整機関を設け、様々

のセクターから成る関連機関から情報、人材、予算、経験と技術を引き出して

プロジェクトに取り込んだ。これがシナジー効果を生み、3つの異なるレベルに

おけるシステマティックな連携プレーを可能とする。 

 

4.1.3 中心的な役割としての障害者の取込（ユーザー・センタード・アプロー

チ）： 

自治体において障害者自身を NHE 活動の中心的担い手としたことが障害者の相

互扶助を推し進め、コミュニティの障害者に対する理解を深めることに貢献す

る。 

 

4.1.4 啓発： 

バランガイレベルにおいて、パンフレット、研修、セミナー、視察旅行、人形

劇、スポーツ大会、壁画コンクールなど道具や手法を用いて啓発を行った。こ

れらの啓発活動は地域に暮らす障害者の技能や状態について広く住民が理解す

る重要な活動である。 

 

4.2 提言 

4.2.1 プロジェクトに対する提言（プロジェクト期間内に行うべきこと） 

●地方自治体等のための NHE ブックレットの活用普及強化 

NHE の実施を地方自治体が推進、普及していくためのブックレット“Telling 

the Story, Sharing the Success”をセミナー、ワークショップ、視察旅行等

と一緒に効果的に活用すること。 

●プロジェクト終了後 3自治体へ NHE モデルを普及するための実施計画の準備 

NHE のグッドプラクティスの普及、3自治体から始める NHE 普及の実践的な実

施計画の作成を行うこと 
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●NHE フォーラム（国レベルの NHE 普及の第一歩） 

2012 年 7 月に予定されている NHE フォーラムを国レベルの NHE 普及の第一歩

として活用すること。フォーラムで紹介するプロジェクト成果品と実践方法は、

その概念が地方自治体の障害者対策プログラムへの適用に結びつくこと。 

●国際機関との連携 

本プロジェクトからの学びと経験は、他国へも活用可能である。APCD（アジ

ア太平洋障害開発センター）のような障害者に関する国際機関等との協力を NHE

の発展に関する将来計画の一部としてプロジェクト残余期間に話し合うこと。 

 

4.2.2 NCDA に対する提言（プロジェクト終了後に行うべきこと） 

●最低 3つの自治体における NHE プロジェクトの再現 

上位目標にあるようにプロジェクト終了後 3-5 年を目途に最低 3 つの自治体

に NHE を普及するため、DSWD と連携してイニシアティヴをとること。 

●ネットワーク機能の維持・強化 

プロジェクトで培った様々なレベルの組織的なネットワークを NHE の国レベ

ルの拡大のために維持、強化すること。NHE は単独の機関では実現できず、本プ

ロジェクトでできたネットワークが NHE を他地域へ拡大する際に良い協力モデ

ルとなる。 

●国レベルの NHE 拡大のための総合計画策定支援 

NHE 推進に関する単なる政策ではない、時系列の目標、指標、期待される成果

を含む具体的で総合的な計画を作り、他の自治体へ応用を図ること。 

●DSWD との役割分担と協力 

DSWD との間で NHE に関する予算、人材の配分を含む役割と責任の分担を明確

にした上で DSWD との協力を強化すること。そのためには①バリアフリー施設の

開発等のコンポーネント、②ユーザー・センタード・アプローチ等の手法、③

社会参加の改善等の期待される成果など NHE の概念をより明確に定義する必要

がある。 

 

4.2.3 DSWD に対する提言（プロジェクト期間中及び終了後に行うべきこと） 

●国レベルの NHE 拡大のための総合計画策定 

NHE 推進に関する総合的で実施可能な計画をプロジェクト期間中から策定し、

プロジェクト終了後もプロジェクトの成果を高めること。少なくとも新規に 3

つの地方自治体で NHE を実施する上では NCDA と緊密に協力し、計画策定と実施

に障害者を積極的に参加させ障害者のための包括的なプログラムを担保しなが

ら DSWD が中心となって NHE の国家計画とロードマップを策定すること。 
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4.2.4 プロジェクト対象の2自治体と同地域のその他のステークホルダーに対

する提言（プロジェクト終了後に行うべきこと） 

●国レベルへ NHE を普及するための NHE 活動と支援の継続 

プロジェクト対象地域となった 2自治体（ニュー・ルセナ及びオポール）は、

他の地方自治体が NHE を実践する上でのモデルであるため、それぞれの地域に

おいて NHE 推進のための努力と実施を継続すること。 

 

4.2.5 JICA に対する提言（プロジェクト期間中及び終了後に行うべきこと） 

●DPO、NGO、その他ステークホルダーとの協力における草の根協力に関する将

来計画の検討 

プロジェクト後の NHE 推進のためのステップは NCDA と DSWD によって牽引さ

れるべきである。その上で障害者組織や NGO が NHE 普及の重要な役割を果たす

ため、JICA としては草の根協力の枠組を使って NGO 等の参加の可能性を検討す

ることが期待される。 

●南々協力の可能性 

開発途上国の地方部における NHE の実施は先駆的な仕事であり、困難と時間

を要する。本プロジェクトで開発した NHE の技術、手法は、同様の社会経済環

境にある他の途上国にも適用できる。DSWD と NCDA の組織的構造と専門性が有効

に継続し、NHE がフィリピンの国家レベルで展開を広げた場合には、フィリピン

の NHE に関する経験を他の国に紹介する方法として南々協力がある。 
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第5章 総合所感 

 

本終了時評価報告書で報告しているとおり、本プロジェクトは多くの関係機

関との協力実施のもと、想定していたプロジェクトの目標を達成し、フィリピ

ンの障害分野、特にバリアフリーに関する取り組みの向上・発展に関して大き

く寄与したといえる。このプロジェクトの成果は既に他機関によっても高く評

価されるなど、プロジェクトの主たるカウンターパート機関である NCDA および

地方行政機関などの主体的な取り組み、本プロジェクトに関わる長・短期の専

門家や国内での研修実施機関、そして在外事務所などの協力によって大きな成

果がだされた。 

 

本プロジェクトは、その先駆的な取り組みと関係者の努力により、プロジェ

クトデザイン上での成果を達成することにとどまらず、障害分野およびバリア

フリーに関する取り組み方という点において大きな学びを引き出した。また、

障害に関する社会開発系のプロジェクトにおいて、「パイロットモデル形成型」

のプロジェクトとしてデザイン・実施されるなかで、特に持続性をどう獲得し

ていくかということにおける課題の所在についても学びを引き出している。こ

の持続性の点に関してはプロジェクト中間レビュー時の提言の重要なポイント

の一つでもあった。本報告書においても重要な提言の一つとしてこの点に関す

る取り組みを提言しているが、本所感では、プロジェクトが PDM 上の成果を十

分に達成したことを前提に、今後の持続性の点に焦点をあて更なる説明を加え

たい。 

  

本プロジェクトでは、プロジェクトデザイン上多くの機関が関わってきた。

またプロジェクト後半からは NCDA の監督官庁が大統領府から DSWD になるなど、

プロジェクト終了後の持続性を考える場合、役割の分担や資源の所在などにつ

いてプロジェクト中に明確にしておくことが求められるであろう。今回の終了

時評価に関する調査においては、インタビューにおいてもその役割が明確に認

識されているとは思えない回答なども見受けられた。これらについてはプロジ

ェクト期間中に共通の認識が関係者間でなされるような,取り組みが必要であ

ろう。 

 

障害分野における社会開発系のプロジェクトとして、今回のプロジェクトの

デザインのような「パイロットモデル形成型」のプロジェクトをデザインする

場合、特にその持続性を担保していくためには、実施にあたりいくつかの条件

を設定すること、もしくは、プロジェクト期間内に全国展開を見据えた持続性
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を担保していくための戦略形成を組み込むなど、持続性を念頭に置いてデザイ

ンをする必要性があることが、本プロジェクトの実施から学ぶことができた。

本プロジェクトでは、プロジェクト期間中にパイロットモデルが形成された後、

カウンターパート機関がそこから全国展開のための戦略・方法を形成し、政策

や実施計画の作成、予算や人材の確保などをすることが想定されていた。他方、

これらについてはカウンターパート機関が単独で行っていくことは、やはり難

しいと想定される。「パイロットモデル形成型プロジェクト」を行う場合、この

点には留意が必要であろう。 

 

社会開発系のプロジェクトでは、インフラ系のプロジェクトとは異なり、大

量投入による短期間の形態よりは、比較的少量の投入による長期の形態で実施

される方がよりよい結果を導き出すことが多い。今回のようなプロジェクトで

は、4年という期間において全国展開までの持続性を出すのはやはり期間として

は短いのかもしれない。単に PDM 上でのプロジェクト目標の達成の点からだけ

ではなく、それを踏まえた持続性に重きを置いた上位目標達成の点から、プロ

ジェクトによる支援の期間については検討が必要かと考える。 

 

「社会実装」という言葉が世に出て久しく、特に社会開発分野の「パイロッ

トモデル形成型プロジェクト」においては、その持続性確保の観点からこれが

重要である点については先に述べた。ここでは上述したプロジェクト内での社

会実装のアプローチに加え、実施機関（Department of Social Welfare 

Development）の役割そのものによる可能性について補足しておきたい。DSWD に

は「特別技術局（Special Technology Bureau）」なるものが存在し、今回の終

了時評価のフィリピン側代表でもあった。この局の役割が正に「社会実装」の

ための事業実施と制度化であり、例えば「Conditional Cash Transfer」制度に

おいて現在放置されている Homeless Family についてどのように受益者として

制度に取り込むことができるのかについて、マニラおよびその周辺地域でパイ

ロット事業を実施している。この局が本プロジェクトにおける NHE 活動成果を

十分に認識し、予算化等、次のステップに向けて既に進み始めている。すなわ

ち、３自治体以上を対象として今後２-３年程度の間に DSWD としての拡大計画

作成と予算措置、計画実施することである。このような観点から、本プロジェ

クト成果として、今後より大きな効果が発現する素地を備えることができたと

言えるのではないかと考える。 

 

以上、持続性の視点から、いくつかのポイントなるであろう点をまとめた。

本プロジェクトはバリアフリーの分野においては非常に画期的な点として「農
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村地域」でのバリアフリー化を行った。従来、途上国諸国がバリアフリーを学

ぶ方法は、先進国の取り組みから学ぶことが多かった。しかし、そこで学んだ

ものを直接自国の経済・社会状況にあてはめられるような適正技術にしていく

ためには、更なる検討が必要であった。また、バリアフリーは単にハードウェ

アの面だけではなく、厳しい経済・社会状況の中でどう導入していくかという

ソフトウェアの面もある。フィリピンのプロジェクトは、これら両面において、

他の途上国に対して単なる先進国の事例だけでは学び得ないバリアフリーに関

する適正技術、また実施のための方法論などの学びを提供することが可能であ

り、活用されるべきであろう。JICA の障害分野の取り組みとしても他の援助機

関に対して誇るべき実践の一つである。 

 

 

 



29 

 

添付書類 

添付 1：合同評価報告書 

添付 2：評価グリッド（和訳） 

















































































































添付２ フィリピン共和国地方における障害者のためのバリアフリー環境形成プロジェクト終了時評価調査 

評価グリッド（和訳） 

1.実績グリッド 

評価設問 指標 評価結果 

上位目標
フィリピンの協力対象自
治体以外の地方農村自治
体において、障害者の参加
に配慮したバリアフリー
環境が推進される。 
 

 
1. 国家障害者協議会（NCDA）、協力対

象自治体及びその他主要関連団
体の技術的協力と共に、少なくと
も3つの、4番目から6番目のクラ
スの自治体が、物理的・社会的ア
クセスビリティ促進のための 
NHE活動を開始する。 

 
2. バリアフリー施設の検査のため

の、障害者を含むチームが上記の
自治体毎に構築される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 国家障害者協議会（NCDA）と協力

対象自治体において、NHE活動を
実施するための構造、資源（例：
人材、予算等）が存続する。 

 

1. 情報普及の結果、プロジェクト対象自治体以外の自治体がNHEに関心を示してお
り、プロジェクト終了後この指標は達成される見通しがある。NCDAとDSWDの職員が
国、地域、市レベルで障害者と協力して2012年4月第Ⅵ地域と第Ⅹ地域を訪れ、NHE
普及のための候補自治体の特定と検証を行った。 
 
 
 
 

2. 次の事実よりこの指標はプロジェクト終了後達成される見通しがある。 

 
プロジェクトは対象自治体において主に障害者から成るアクセス監査チームを結
成することに成功した。NCDAは“2012年以降のNHE計画策定ワークショップ“にお
いて、NCDAとDSWD職員にAppreciative Inquiry (AI)とOpen Space Technology (OST)
の手法を紹介した。加えて、NCDA、DSWD、障害者組織の代表が第Ⅵ地域、Ⅹ地域の
NHE活動に対してコミットを確認した16自治体を訪問した際、各自治体は障害者を
含むアクセス監視チームを結成する準備ができていた。16自治体のすべてに障害者
連合があり、半数の自治体に障害事業自治体評議会が既に設立されている。障害事
業自治体評議会は市長、市職員、障害者が共同でアクセシビリティを監視する場で
ある。 
 
 
3. 将来NHEプロジェクトを他の自治体へ再現するためには、ニュールセナとオポー
ルはNHEモデル自治体として活動を継続しなければならない。ニュールセナはNHE
を推進するため条例を作り予算も増やしている。オポールも同様に行政令を発出し
た。これらのことから両自治体ではNHE活動を実施するための仕組みと資源（人材、
予算）は充実してきた。また、NCDAとDSWDはNHEの再現のために実施計画とロード
マップを作るコミットをしている。 



プロジェクト目標 
国家障害者協議会（NCDA）
との緊密な連携のもと、協
力対象自治体（地方農村自
治体）が、障害者の物理的
及び社会的アクセシビリ
ティ（建物環境、法律、人々
の態度のバリアフリー化）
を推進し、バリアフリー環
境を形成する。 

プロジェクト対象自治体において、
NCDAとJICAからの技術支援を得て 
1. 物理的アクセシビリティの改善
（構築環境）: 
ニュールセナ：モデルとして、物理的
なアクセスビリティを改善するため
に、133の機能が改装される。 
オポール：審査された15%の施設が物
理的アクセスビリティを改善するた
めに改装される。（構築環境） 
 
2. バリアフリー設備を示す地図（ア
クセスマップ）が開発され配布され
る。 
 
 
 
3. 障害者に関係する活動のための予
算が10%増加する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 障害者に関する自治体の法律： 
ニュールセナ：少なくとも採択された
8つの法律が施行される。 
オポール：採択された、障害者に関す
る自治体の法律（条令、規定）が100％
施行される。 
 
 

 

1. ニュールセナ：2012 年 3月時点で31施設の計155 作品の物理的アクセスが改

善された（指標値：133作品の改善）。 
オポール：24箇所の監査された施設のうち、21施設が改修された（87.5%）。指標値
は15%であったのでこれを達成した。 
 
 
 
 
2. 2010年2月ニュールセナとオポールにおいてアクセスワークショップが開催さ
れた。その成果の一つとして、ニュールセナの公設市場やオポールの広場など特定
の場所の問題やその解決方法、提言などを特定するためアクセスマップが作成され
た。ニュールセナでは、計画されているアクセス施設を示す防水性のバナー地図が
市役所前に置かれている。 
 
3. ニュールセナとオポールの障害者関係の活動予算（支出実績）は次表のとおり
毎年10%以上増加している。 

 
 

4. ニュールセナとオポール両自治体の障害者関連法規に関する指標を達成した。 

 

ニュールセナ：3つの条例、8つの行政令、3つの自治体決議を採択し、実行した。 

オポール：9つの行政令、9つの自治体決議を採択し、実行した。 
 
 

 2008 
(Peso
s) 

2009 
(Peso
s) 

2010 
(Peso
s) 

2011 
(Peso
s) 

Increase 
ratio 
09-10(%) 

Increase 
ratio 
10-11(%)

New Lucena 26,90
6.10 

119,6
06.00 

210,6
42.00 

1,092
,709.
00 

76.1 418.8 

Opol 26,75
.00 

135,3
27.35 

155,1
34.68 

249,1
36.62 

14.6 60.6 



5. 障害者のエンパワーメント
プロジェクト対象自治体において、障
害者による活動が増加する。 
 
 
 
 
6. 障害者が社会グループ、組織（例：
地方開発審議会、バランガイ開発審議
会等）に含まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7. 障害者のための社会福祉・活動が
自治体の年次出資計画に取り入れら
れる。［障害者の参加］ 
 
8. 農村地域においてNHE活動を実施
する希望を持っている候補自治体が
特定される。 

5. 一連のキャパシティ・ディベロップメントとモニタリング活動を通じ、プロジ
ェクト対象自治体における障害者互助グループ／互助組織の強化と障害者のエン
パワーメントを行った結果、障害者は2009年から家庭訪問、支援グループ会議、
アクセス監査、DETセミナー、ピア・カウンセリングのセミナー等の活動を積極的
に実施してきた。 
 
6. ニュールセナ 
-障害者連合会長がニュールセナ市障害者評議会委員として同市開発評議会に毎月
出席している。何名かの障害者はOut-of-School Youthの委員でもある。 
-市役所及び公設市場のアクセストイレの維持を担当する職員として市役所に2名
雇用されている。 
-障害者連合副会長ほか1名が行事等がある時の案内係を務めている。 
-2名はTESDAが開催した短期のコンピュータ基礎研修を修了した。 
-4名の障害者が市社会福祉開発事務所に年間52日間パートタイム職員として働い
ている。 
オポール 
-異なる障害を持つ障害者団体の委員がZonal Assembly、Volunteers Assembly、
Annual Walk for Peace等の団体に所属している。 
-異なる障害を持つ障害者団体の委員長が家庭訪問を通じて僻地のバランガイに住
む障害者の情報を収集するバランガイ調整員としてオポール市役所に雇用されて
いる。 
- TabocのLTIで顧客サービス研修に参加した障害者がいる。 
-2名が知的障害者、聴覚障害者のためのサイン・ランゲージを実施するSPEDクラ
スのアシスタントとして雇用されている。 
-2名が施設維持と修理のための係を務めている。 
-2名の異なる障害を持つ障害者団体の委員がバランガイ開発評議会の委員でもあ
る。 
 
7. ニュールセナとオポールの両自治体において、障害者向けのサービスと事業が
市の年次投資計画に含まれている。 
 
8. 2011年、プロジェクトはインフォメーション・シート（要請書）とガイドライ
ンを作成し、第Ⅵ及びⅩ地域でNHE活動を実施することに関心がある自治体の候補
を特定するために配布した。2012年3月時点では、16自治体がNCDAとDSWDの職員に
要請書を提出した。2012年4月NCDAとDSWDは将来のNHEモデルの普及のためにこれら



 
 

の自治体を訪問した。2012年5月現在、計21自治体（第Ⅵ地域14自治体、第Ⅹ地域7
自治体）がNHEの導入に関心を示している。 
 

成果
1. .実施体制づくり：障害
者の参加に配慮し、プロジ
ェクトが明確な実施・モニ
タリング体制のもと運営
管理される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1.1. プロジェクトに携わる国家障害
者協議会（NCDA）職員に対してオリエ
ンテーションが実施される。 
1.2. 地域障害者協議会（RCDA）及び
協力対象自治体に対してオリエンテ
ーションが実施される。 
1.3. 国家障害者協議会（NCDA）と協
力対象自治体間における、事業実施に
関する合意文書が締結される。 
1.4. 障害者協会、自治体及びその他
主要関連団体によって構成されたPMT
の有無 
 
1.5. チームの育成が国家レベル、自
治体レベルで実施される。 
 
 
 
 
1.6. モニタリング体制が構築され
る。 
 
 
1.7. コアグループ会議が年に４回実
施される。 
1.8. JCCが少なくとも年に１度は開催
される。 
1.9. NHE活動のモニタリングのための
会議が協力対象自治体毎に定期的に
開催される。 
 
1.10. NHE関係者（PMT、主要グループ、
NCDA/JICA）が参加する、地域障害者

1.1. 2009年3月30日、NHEプロジェクトに関するオリエンテーションがNCDA職員に
対して実施された。20名の職員が参加した。 
 
1.2. プロジェクト対象自治体（ニュールセナ・オポール）の職員、議員、障害者
組織、NGO、障害者、NHEコアグループ、PMT、バランガイの長、RCDAに対してオリ
エンテーションが実施された。 
 
1.3. 2009年3月14日、NCDAとオポールの間で、2009年3月20日、NCDAとニュールセ
ナの間でMoAが締結された。 
 
1.4. ニュールセナ、オポールそれぞれにおいて、自治体職員、障害者協会の代表、
その他のステークホルダーから成るPMTが組織され、定期的に会合を開催している。 
 
1.5. チーム構築のためのワークショップが開催され、参加者がお互いを知り、チ
ームのダイナミズムを体感させるための様々の活動が実施された。ニュールセナと
オポールにおいて、NHEプロジェクトの実施のために参加者は目的を記した計画書、
価値、それぞれの責任について共同作業により展開した。2012年1月17日、18日、
アンティポロにおいて2012年以降のNHE計画立案ワークショップが開催され、NCDA
とDSWD職員が参加した。 

1.6. 定期会合のサイト視察を通じてプロジェクトの成果達成度の進捗状況を更新

するためのモニタリングが実施された。PMT は四半期に一度 NCDA にモニタリング

報告書を提出している。 
1.7. NHEコアグループ会議が四半期に一度開催され、プロジェクト活動進捗状況の
確認と実施上の問題点の協議を行っている。 
1.8. 合同調整委員会は年1回開催され、プロジェクト活動と成果の達成状況の報告
をステークホルダーに対して行っている。 
1.9. 特にバランガイレベルにおいて、ステークホルダーの会合とサイト視察を通
じて関連基礎情報の整理、キャパシティ・ディベロップメント、NHEプロジェクト
の啓発事業を実施するためのモニタリングが行われている。 
1.10. 第Ⅵ地域及びⅩ地域において、四半期に一度RCDAの会議が開催され、プロジ
ェクト活動の進捗状況と成果の達成状況について当該各地域のステークホルダー
間で共有されている。 



 
 
 
 
 
 
2. ベースライン情報の収
集 
ベースライン情報の収集： 
協力対象自治体のバリア
フリー環境形成にかかる
基礎情報が収集される。 
 
 
 
3. キャパシティ・ディベ
ロップメント 
障害者の物理的及び社会
的アクセシビリティ（建物
環境、法律、人々の態度の
バリアフリー化）を推進し
うる人材が、国家障害者協
議会（NCDA）、障害者協会、
協力対象自治体、及びその
他主要関連団体において
育成される。 
 
 
 
4. 啓発と権利擁護：バリ
アフリー環境及び障害者
の権利についての啓発が
推進される。 
 
 
 
 
 

協議会（RCDA）との会議が定期的に開
催される。 
1.11. モニタリングと評価から得ら
れた提言がプロジェクトに反映され
る。 
 
2.1. 現状調査の手段が統一され、文
書化される。 
 
2.2. 協力対象自治体において、障害
者（例：障害者数、障害種別）と物理
的アクセシビリティのベースライン
情報がデータベース化され、更新され
る。 
 
3.1. NHEプロジェクトのための研修教
材が活用され、文書化される。 
 
3.2. NHEを促進するため、人材が育成
される。 
 
3.3. 6つの優良事例が取りまとめられ
る。 
 
3.4. 協力対象自治体において、障害
者の物理的、社会的アクセシビリティ
に対する満足度（例：アクセス可能な
建物、社会福祉）が改善する。 
 
4.1. NHEの啓発活動のための8種類の
教材（例：2種のパンフレット、2種の
DVD, その他4種の教材）が作成、配布、
再編集される。 
4.2. プロジェクト対象者が、啓発資
料と啓発活動（例：ミーティング、講
習会、意見交換、表敬訪問、プレスリ
リース等）により、NHEについて知り、
3つの優良事例が取りまとめられる。 

1.11. モニタリングと評価の結果から得られる提言に基づいて、PDM、PO、組織図
が更新されている。 
 
 
 
2.1. 機能障害分類とアクセス監査で使われるツール（機能障害分類ガイドライン、
機能障害分類の記入用紙、物理的アクセスの監視チェックリスト等）が開発された。 
 
2.2. 障害者数、機能障害別人数、アクセス可能な施設・設備等が特定され、定期
的に更新されている。 
 
 
 
 
3.1. 14 種類の教材が一連の研修の間活用され、文書化された。教材の詳細は、「プ
ロジェクト進捗状況報告書2011年4月－2012年3月」の53ページに記載のとおり。 
 
3.2. NHEプロジェクトで鍵となるステークホルダーの人材が継続的に一連の学習
機会を通じて養成された。 
 
3.3. 2010年4月から9月の第2回年次進捗状況報告書に障害者のキャパシティ・ディ
ベロップメントに関する5つの事例が編纂され、ステークホルダー間で共有された。 
3.4. 中間評価の段階でインタビューに答えた障害者は物理的・社会的環境の改善
に対して、大変満足であることを表明した。プロジェクトの研修に参加した自治体
職員と障害者の父兄は、障害者が大変自信を持ち自尊心を持ったことを述べた。計
6回のフォーカスグループ・ディスカッション（オポールから55名、ニュールセナ
から68名の参加）を通じてプロジェクト対象自治体に教訓を生かした。 
 
4.1. 最低16種類のコミュニケーション教材が作成され、配布された。教材の詳細
は「プロジェクト進捗状況報告書2011年4月－2012年3月」の55ページに記載のとお
り。 
 
4.2. 特にバランガイレベルにおいて、ステークホルダー会議とサイト視察を通じ、
NHEプロジェクトの啓発活動、キャパシティ・ディベロップメント、基礎情報収集
に関連する情報を収集するためにモニタリング旅行が実施された。モニタリング旅
行中及び旅行後、家庭訪問、支援グループ会議、バランガイ障害事業集会、壁画、
バランガイホールのアクセス施設の改修などが、障害者、バランガイ職員、ボラン



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5. ネットワークづくり：
構築された「プロジェクト
実施体制（主要団体間のネ
ットワーク）」が、さらな
るバリアフリー環境推進
のために強化・拡大され
る。 
 
 
 

 
 
 
 
 
4.3. 協力対象自治体において、障害
者と障害者協会が啓発活動に従事す
る。 
 
4.4. 協力対象自治体において、住民
の態度変容が起きる。 
 
 
 
 
 
5.1. NHEの主要関連団体によって、NHE
を促進するための制度的取り決めが
実施される(例：合意文書、誓約、MoA
等)。 
 
 
 
 
5.2. 国家障害者協議会（NCDA）委員
会の、少なくとも5つの団体（例：DSWD, 
DoH, DPWH, DILG, DepEd, 等）からNHE
フォーカルパーソンが選定される。 
5.3. 協力対象自治体への視察・見学
ツアーが少なくとも3回実施される。 
 
 
 
 
 
 
5.4. NHEに関わるナショナルフォーラ
ムが2011年又は2012年に開催される。

ティアの高いコミットの結果としてバランガイレベルにおける意識を高めるため
に実施された。 
啓発の優良事例が2011年と2012年に開発された。 
 
4.3. 障害者協会会員の参加をもって一連の啓発事業が実施された。中間評価時の
インテビュー結果とは別に、啓発事業は障害者のエンパワーメントと障害者協会／
連合会の強化に貢献した。 
 
4.4. 2010年1月と4月に実施されたベースライン・アティテューディナル調査の結
果、ニュールセナとオポールは双方ともにABSの点数は低かった。2012年1月から3
月にかけて実施した事後アティテューディナル調査はニュールセナとオポール並
びにその他の自治体において障害者に対する人々の態度がどう変化したかを調べ
ている。暫定結果は障害者、障害者の父兄、コミュニティの態度の改善を示してい
る（終了時評価時点で未公表）。 
 
5.1. NHEを推進するためNCDA理事会決議が2008年12月発効した。NCDA決議に則り、
プロジェクトは活動の実施と人材・予算を割当てるためDSWD、DPWH、DILG、DOH、
DepEd、DOTC、DOLE等の専門性、経験、情報、ノウハウ、協力の枠組を最大限活用
するために各機関の代表と作業を進めてきた。フォーカルパーソンが特定され、プ
ロジェクトはコアグループ会議、RCDA会議、その他セミナー、行事、会議を通じて
フォーカルパーソンと相談してきた。プロジェクトは中間評価時の提言を考慮
し、”2012年以降のNHEのための計画策定ワークショップ”を開催した。 
 
5.2. フォーカルパーソンはDSWD、DPWH、DILG、DOH、DepEd、DOTC、DOLEの中央及
び地方レベルの事務所で7名特定された。 
 
 

5.3. 次の3自治体がニュールセナとオポールを視察した。 

市 州 地域 視

Santa Barbara Iloilo Region Ⅵ New Lucena

 Guimaras Region Ⅵ ew Lucena 

Digos Davao del Sur Region XI Opol 

 
5.4. NHEに関する国家フォーラムは2012年7月開催予定である。 



2. 5項目評価グリッド (++) 大変良い  (+) 良い  (±) 中位  (－) やや劣る (--) 低位 

 

（1）妥当性：高い 

評価設問 結果 

 

プロジェクトは対象地域、社会、ターゲ

ットグループのニーズに合っている

か？ 

(++)  

・ アティテューディナル・サーベイによると、プロジェクト対象の2自治体は物理的、社会的な環境に多く

の障壁があった。障害者がアクセス可能な建物や社会サービスは殆ど無かった。 

・ プロジェクトの受益者はプロジェクトが始まる前は障害者の生活のあらゆる側面において移動と参加を制

約する物理的・社会的障壁のために機会が限られていた農村地域に住む障害者である。 

・ 対象自治体を選定する上でプロジェクトは、1) NHE プロジェクトを実施する自治体のやる気、2) 組織に

属する受益者としての障害者数と障害者向けサービスの有無、3) 4-6 級の自治体であること、4) 州・県

レベルの障害者組織の有無、5) 治安状況の5つのクライテリアを用いた。ニュールセナとオポールがこれ

らのクライテリアに従い選定された。 

 

現在の国家政策・計画におけるNHEの推

進政策 

(++)  

・ NHE の実施を支援し関連するフィリピン政府によって発効している法律や政策がある。これらの法律は障

害者が直面する物理的・社会的障壁を無くすために現在施行されている。1) BPP. 344 (アクセシビリティ

法)、2) 共和国法第7277号 (「障害者のためのマグナカルタ」)、3) 共和国法第9442号、4) 共和国法第

10070号、5) 大統領令第1096号(フィリピン国家建築規則)、 6) 観光局覚書第2011-04号、7) 国連障害

者の人権に関する代表者会議などである。 

障害者支援分野は日本の対フィリピン

援助の上で優先分野であるか？  

(+) 

・ 人間の安全保障を強調する日本の援助政策に従い、JICAはフィリピンにおいて貧富の格差を縮小すること

を重要開発課題として捉えている。社会的に弱い立場にある人たちに焦点を当てて支援することはJICAの

戦略的取組課題の一つである。 

 



プロジェクト対象自治体における実証

アプローチは適切であるか？ 

(+) 

・クライテリアに基づきニュールセナとオポールがプロジェクト対象自治体として選定された。  

・プロジェクトが開始されてから、オポールは経済成長のため第4級から第2級の自治体へと格上げされた。

プロジェクトのアプローチが自治体経済の現況に合せて調整されるべきであることをステークホルダーは示唆

した。 

ターゲットグループの規模は適切であ

るか？ 

(±) 

・2つの自治体のPMTによると、2012年現在、障害者数はオポールで495名、ニュールセナで529名である。

障害者はプロジェクトの直接受益者であるが、障害者以外の人々も物理的・社会的にアクセス可能な社会を創

出する受益者である。このため、2 つの自治体の全人口がプロジェクトのターゲットとして考えられるべきで

ある。 

日本は障害者のための NHE に関する技

術、経験の優位性があるか？ 

(+) 

・1970 年代と 80 年代に、障害者が社会においてアクセシビリティを求める動きのような草の根的なキャンペ

ーンを通じて日本にアクセシビリティの経験と専門知識が蓄積された。 

・1980 年代以降日本政府はアジア太平洋地域における UNESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）を通じて

特に物理的アクセシビリティのNHEを積極的に啓発するようになった。  

・1988 年、NHE 構築に関する第3回国際専門家セミナー（開発途上国におけるアクセシビリティ問題）が東京

で開催された。 

・1997 年、JAIS（日本福祉の街学会）が福祉社会と学術研究 を推進するために設立された。JAIS には日本の

アクセシビリティに関する経験と専門知識が蓄積されている。 

・2002 年、日本政府はタイ政府と協力して、NHE 研修を含む関連の研修とフォローアップ事業を通じてアジア

太平洋地域における障害者と政府職員の能力を開発するため、APCD（障害者に関するアジア太平洋開発センタ

ー）を設立し、日本におけるアクセシビリティの経験と専門知識が地域内の他の国々に良い事例として共有さ

れた。 

・ユニバーサル・デザインの概念と技術は米国から日本へ導入された。今日ではユニバーサル・デザインに関

する国際会議は日本で開催されており、ユニバーサル・デザインを学びたい多くの訪問者が日本に来ている。 

・UNESCAP 職員でありアジア太平洋地域に NHE を推進する活動を行っていた高峰氏は、プロジェクト対象自治

体と第Ⅵ地域、Ⅹ地域において互助グループを強化するためにNHEプロジェクトに派遣された。 



・JAIS委員であり日本にユニバーサル・デザインを広めた川内博士はフィリピンにもユニバーサル・デザイン

を広めるため2度派遣された。 

 

（2）有効性：高い 

評価設問 結果 

プロジェクト目標は達成されたか？ (＋＋)  

・ プロジェクトは PDM に記された目標を達成した。スロープ、アクセシブルトイレなどのアクセス可能な施

設や設備の数が増加した。それらはアクセス監査を実施するためよりアクセシブルで利用し易いものであ

る。障害者だけではなく、子供、老人、妊産婦、一時的な障害者などより多くの人がこれらの施設にアク

セスし利用できるようにユニバーサル・デザインが導入された。  

・ プロジェクトの開始当初 2 年間と比較して、より多くの障害者が家から外に出てプロジェクトとバランガ

イに組織された障害者のグループの活動に参加するようになった。これは障害平等研修（DET）、ピア・カ

ウンセリング、参加型コミュニティ開発などの研修と自治体の障害者連合の障害者のリーダーによる家庭

訪問の結果である。最も重要なプロジェクトの結果は、障害者が今では自治体の意思決定の役割の一翼を

担っていることである。 

成果は達成されたか？ (+) 

・ NHE国家フォーラムを除き、殆どの成果が達成された。同フォーラムは2012年7月に開催されることにな

っている。中間評価はバランガイレベルではそれほど多くの活動は実施されておらず、バランガイ職員や

ボランティアの多くが NHE プロジェクトのことを知らないことを指摘した。しかしながら、実施したモニ

タリング旅行中と旅行後、特に 2011 年と 2012 年にバランガイにおいてより意識を高めるために啓発活動

が活発に実施された。 

・ プロジェクト対象の2自治体は基礎情報収集で得たデータを活用し始めている。オポールは2011年データ

の活用に関わる条例を作り、他の障害種別の障害者を支援するか否か少しずつデータをチェックしている。

ニュールセナではデータは 1) 肢体異常の障害者以外の障害者のための支援器具の提供、2) 精神科医によ

る無料の精神衛生プログラムのサービスの提供などの実施計画の基礎となっている。ニュールセナではそ

の他聴覚障害者とその親、障害者組織のメンバー、市とバランガイ職員のためのサイン・ランゲージプロ

グラムを実施したほか、慢性病患者のための措置を講師、学校へ通うことが困難である非識字の子供のた

めの遠隔教育も実施している。データはこれらの活動のために活用されている。 



・ 多くの啓発事業が行われた結果、コミュニティの人々はNHEプロジェクトを知るようになった。 

・ 自治体はDPWHの障害者のための研修センター建設、ユニバーサル・デザイン、アクセシビリティトイレ、

バランガイ多目的ホールのようにいくつかの事業を行うべく国、地域レベルにおいて他の関連機関とネッ

トワークを作った。TESDA と障害者国家組合連合は障害者の生計に寄与するように労働者として障害者を

机の製造生産センターを作った。  

成果はプロジェクト目標の達成に寄与

したか？ 

 

(+) 

・ NCDA、プロジェクト対象自治体、障害者の関係者が積極的にプロジェクトに参加し続けている。 

・ プロジェクトに必要な人的資源、予算をNCDAとプロジェクト対象自治体は継続的に配分している。  

・ プロジェクト対象自治体はNHE活動、障害者協会／連合の活動に対して支援を続けている。  

・ PMTは障害者のエンパワーメントと参加に対して積極的な役割を果たしている。 

・ プロジェクト対象自治体は他の自治体にNHEのノウハウを啓発している。 

・ RCDA は四半期に一度定期会議を開催し、市、州のすべての代表、政府機関の地域事務所のフォーカルパー

ソンが集まり、情報交換を行っている。RCDAは自治体のネットワーク化 を調整している。 

・ 少なくとも25の自治体 （第Ⅹ地域の7市、第Ⅵ地域の18市[13市と5市を束ねる1州]）がNHEの推進に

関心を示している。 

 

（3）効率性：高い 

評価設問 結果 

投入の質、量、時期は成果の達成を見

て適切であったか？  

 

(+)  

・ 2名の長期専門家、4名の短期専門家は計画通り派遣された。  

・ カウンターパートとしてNCDA12名、ニュールセナ25名、オポール20名がプロジェクトに配置された。カ

ウンターパートはプロジェクト開始当初から積極的にプロジェクトに従事しており、かつ有能である。  

・ 17 名のカウンターパートが日本、カンボジア、タイ、マレイシアへ研修員として派遣された。それらの研

修は計画通り実施された。 

・ 殆ど全ての資機材が計画通り調達され、活用されている。計1,213,139 ペソの資機材が調達された。 

・ フィリピン側のローカルコスト負担額は2011年末までの実績で計3,484,571ペソであった。うち、オポー

ルは1,566,349ペソ、 ニュールセナ1,449,863ペソ、NCDA 468,359ペソであった。日本側の負担は専門家

派遣費用、カウンターパート研修実施費用を除いて、13,519,849ペソであった。  



成果を出すために十分な活動であった

か？ 

 

(+)  

・ プロジェクト活動は自治体と共同で実施されてきた。活動に必要な費用はプロジェクトと自治体双方で負

担し、コストシェアリングが実現し、成果の指標達成に貢献した。  

・ これらの活動はほぼ計画通り実施された。 

 

投入から成果に至るまでの過程で制約

要因はあったか？ 

・ 特になし 

 

 

（4）インパクト：高い 

評価設問 結果 

上位目標は達成されるか？  (±) 

・ 障害者がアクセス可能なサービスやプログラムを作ることにより、障害者の人権に光を当てるための戦略と

して、NHEの導入に関心を示す自治体（州、市）の数が増加している。計21の自治体（第Ⅹ地域の7 自治

体、第Ⅵ地域の14自治体）がそれぞれの地域において各自治体のプロジェクトとしてNHEやNHEの活動を

導入するために要請書を提出した。これらの自治体は、NHEについての理解の程度に差はあるものと思われ

るが、自治体独自の戦略の下に障害者の支援に意欲的である。NCDAとJICA の調査チームは障害者代表と共

にオリエンテーションを開き、自治体から提出されたデータや情報を確認することによって要請書を検証し

た。  

・ ラギンディンガン、ルガイト、マノロ・フォルチッチはNHEの一つの要素である物理的アクセシビリティ面

の改善に取組み始めている。また同各自治体ではアクセシビリティのモニタリングチームとして障害者協会

／連合が着手している。 

・ 第VI地域では、モニタリングの目的でDPWHが年次計画に基づき建築物のアクセス可能な設備のコンプライ

アンスを監視するために各自治体にフォーカルパーソンを配置した。また、RCDA と障害者は建物のモニタ

リングに参加している。第Ⅹ地域では、市障害事業評議会がNHEの啓発を担当する役割を果たしている。 

・ NCDAの中に継続的にNHE事業を実施するための部署と人材が存在している。 

・ オポールもニュールセナも独自予算とネットワークを使って得た予算を使って NHE 推進のための予算を増

やしている。ニュールセナは条例を作り持続的な NHE を推進している。どちらの自治体にも組織図の中に

NHEを実施するための担当部署は存在しない。しかしながらPMTが機能的でありこれが継続的な活動の中心



であり現実的であるように思える。  

外部条件は上位目標達成に影響を及ぼ

すか？ 

(+) 

・ NCDAは他の自治体で他のステークホルダーとNHEを推進することにおいて引き続き主体的な役割を果たす。

NCDAは再びDSWDの付属機関となったため、DSWDはNHE活動の実施において重要な役割を果たすことが期待

される。このことによりバランガイレベルにおける草の根のサービスが期待される。  

・ NCDA は NHE の推進に大きな努力を払ってきた。特定の地域における情報の普及と啓発活動の一部として、

NCDAと RCDA 、DSWDは一緒に仕事をし、第Ⅵ地域、Ⅹ地域における互助グループに関するフォーラム、NHE

プロジェクトによる第Ⅵ地域におけるユニバーサル・デザインに関するフォーラム、RCDA による国家障害

者の保護とリハビリ週間に行われたアクセス監査、市長連盟・RCDA・県連合会議等を通じた一連のNHEオリ

エンテーションなどの行事を開催した。この協力は継続されるように思える。 

・ ニュールセナは他の自治体とのネットワーク化を推進し、自治体条例第2012-05号とNCDAとニュールセナ

の間で締結された合意文書に基づき、NHEのノウハウを提供している。オポールはまだNHEを他の自治体に

広めるための条例は策定していない。 

・ プロジェクト対象自治体の関係者と障害者はNHEの推進に今後も積極的に従事していくように思われる。 

・ RCDAは四半期に一度定期会議を開催し、すべての自治体（州、市）の代表が集まり情報交換を行っている。

RCDAは各地域において自治体を構築する役割を果たしている。  

その他のインパクトはあるか？ 

 

(++) 

・ プロジェクト開始後、プロジェクト対象自治体では障害者協会／連合の設立、NHE関連の条例、行政令の策

定等多くの正のインパクトが現れている。障害者組織は多くのバランガイで設立されている。 

・ プロジェクト開始前は家から外出しなかった障害者が多数いたが、プロジェクト開始後障害者の多くはプロ

ジェクトの研修やセミナーに参加するようになった。彼らはすべての人が同じ権利を持つことを認識し、積

極的になった。このように障害者はバランガイの会議に出席できるようになり、コミュニティの人々に意見

を述べられるようになった。また障害者は今日障害者の協会のために積極的に働いており、活動的ではない

障害者の自宅をより頻繁に家庭訪問するようになっている。コミュニティの人々も障害者の人権を理解し、

壁画、人形劇、スポーツ大会等の啓発事業を通じて障害者の技能や能力に気づいてきている。障害者はコミ

ュニティの人々と等しい人達であると考えられている。  



・ トイレ、スロープ、地元の材料で作る手摺などのアクセシブル施設の建設やユニバーサル・デザインはニュ

ールセナで広く取り入れられている。 

・ 車椅子の利用者が公共交通機関を利用できるようになり、バランガイと市の多くの建物にアクセスできるよ

うになった。 

・ 障害者が自分達の生計のために現金収入を得ることができるようになり、収入は増加している。市職員、公

設市場の清掃員、トイレ清掃員、マッサージ師、理髪師・美容師、トライシクル運転手、農民になったもの

もいる。市の障害福祉局がそれらの研修を提供している。  

・ NHE活動を通じて障害者は権利と特権を知ることになった。障害者は基本的生活物資、薬の購入や、サービ

スを受ける上で 20%の割引を得有られる ID カードを受ける権利を得た。彼らは日々の生活のために基本物

資の購入と交通機関の利用を通じてコミュニティの経済に貢献しはじめた。 

・ NHEのお陰で障害者は様々な社会活動により活発に参加するようになったため、障害者の親は自分達の子供

の心配をする必要が少なくなり、自分達の生計活動に従事することができるようになった。 

・ NCDA の作業グループは現在アクセシビリティ法の改訂とフィリピンに応用可能なユニバーサル・デザイン

の概念の導入の作業過程にある。 

プロジェクトにより高く現れた正のイ

ンパクトはあるか？ 

 

(++) 

・ プロジェクト対象自治体は、プロジェクトと DPWH、地域開発評議会、州障害者評議会、市障害者事業評議

会、バランガイ障害者事業評議会、教育局、大学、NGO、障害者組織等の関係機関との連携や協力を築く努

力を払ってきている。  

・ 事後アティトゥーディナル・サーベイは NHE についてプロジェクト対象自治体とそれ以外の自治体との間

で差があることを示している。プロジェクト対象自治体の障害者に関する啓発の点数はプロジェクト対象

ではない自治体に比べて高いものとなっている。 

・ ユニバーサル・デザインに関する第3回国際会議以外で、NHEプロジェクトはアポリナリ・マビニ賞におい

て特別カテゴリー賞を受賞した。アポリナリ・マビニ賞は最初の NGO である「障害者のリハビリテーショ

ンのためのフィリピン基金」によって与えられる隔年の賞である。このNGOは政府組織、NGO、障害者、障

害者のリハビリテーションに関する専門家グループから成る。賞は2011年マラカニアン宮殿においてニノ

イ・アキノ大統領から授与された。 

・ 多くの市や州、外国がNHEモデルについて学ぶためにプロジェクト対象自治体を視察した。 

・ 2010年プロジェクト対象自治体において、NCDAがNHEに関するメディア・フォーラムを開催した。メディ



アの代表者が NHE に関する知識と気づきを増加させた。その様子がメディアネットワークを通じてゴール

デンアワーに報じられ、国民の広い啓発となった。 

 
（5）持続性：中位 

評価設問 結果 

事業の継続はプロジェクト終了後のフ

ィリピン開発政策の一部として良い展

望を持っているか？ 

 

(+)  

・ プロジェクト終了後も障害者支援に関する現行の法律は変わらない。1) BPP. 344 (アクセシビリティ法)、

2) 共和国法第7277号 (「障害者のためのマグナカルタ」)、3) 共和国法第9442号、4) 共和国法第10070

号、5) 大統領令第1096号(フィリピン国家建築規則)、 6) 観光局覚書第2011-04号、7) 国連障害者の人

権に関する代表者会議などである。 

・ DSWD は障害者のための総合的プログラムとサービスに係る枠組の一部としてNHEを採用する予定である。

戦略として NHE を創出することにより、障害者がアクセス可能なプログラムとサービスを準備するため省

令を通じてガイドラインと政策を用意する予定である。2012年のDSWDのNHE関連配分予算は5,000,000ペ

ソである。 

NCDA、DSWD 、プロジェクト対象自治体

はプロジェクト活動を継続するための

十分な行政、管理能力を持っている

か？ 

 

(±)  

・ 国家レベルでは、コアグループのメンバーとしての関連機関代表はしばしば四半期定例会議に参加しない。

この状況は中間評価段階から変化していない。コアグループのメンバーは他の関連会議に頻繁に出席しな

ければならないとする意見がある。しかしながら、関係機関間の調整は必須であり、この状況は改善され

る必要がある。この問題はDSWDが解決しなくてはならない。人材と予算の配分を含む技術協力を通して障

害者を支援するためには関係する政府機関の参加が不可欠である。 

・ プロジェクト対象自治体には、自治体の組織図の中に NHE 関係部署はない。自治体と障害者の合同チーム

から成るPMTがNHEを推進する役割を担っている。ニュールセナの市長は2013年新たな行政令をだしPMT

を再編し、NHEに従事する職員の数を増やす計画を持っている。将来的には同市は組織機構の中にNHE担当

チームを位置づける計画である。プロジェクト開始から終了時評価までの間、PMTのスタッフは変化してい

ない。 

・ RCDAがいくつかの活動を実施する計画がある時、RCDAは関連する中央政府機関に対して予算措置のための

プロポーザルを提出するようRCDA構成機関に要求し、必要な予算を獲得する。  

・ どの政府機関も全体の年間予算から障害関連予算として0.5%支出する義務がある。 



・ NCDAは州レベル、市レベルでRCDA、多分野のステークホルダーと共に将来のNHEの再現と普及を支援する

ためのフォーカルパーソンと予算の特定を計画する準備はまだできていない。 

プロジェクト終了後も移転された技術

は維持されるか？ 

 

(±) 

・ カウンターパートの能力は研修参加後とプロジェクト活動への参画後向上した。 

・ プロジェクトが供与した機材は使用可能な状況である。 

・ プロジェクト対象自治体によると、技術レベルは理解し易く活用に費用がかからないので受け入れられや

すい。 

・ いくつかの自治体が NHE に馴染み学ぶためプロジェクト対象自治体を訪問した。プロジェクトが対象自治

体に導入した技術と技術的ノウハウは実践的なものであるため、どの自治体にも適用されやすいと思われ

る。 

・ NHEの成功裏の実施は自治体職員、特に市長のやる気とコミットによる。  

・ 自治体レベルのNHEの実施のための実現可能な方法は最終検討段階にある。 

・ 一方で、NCDAとDSWDによるNHEを他の自治体へ普及させるための研修とセミナーのモニタリングと評価の

実施とNHEを計画するための最低限の要求を含む国レベルの方法と戦略は、まだ十分できていない。 

 

以上 
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